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本書の使い方 
1 本書は平成 25年 3月、文部科学省が策定・公表した「専修学校における学校評価ガイドライン」(以下、「ガイドライン」という。）に示された   

「項目別の自己評価表(例)イメージ」及び「自己評価における評価指標・観点・参考資料一覧表(イメージ案）」などを参考に全体を構成しました。 

  また、評価項目は、特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構(以下「機構」という。）がガイドラインに準拠して制定した「専門学校等 

評価基準書 Ver4.0」を適用しています。 

2 従来の「評価項目別取組状況」に「学校の理念・教育目標」、「年度の重点目標と達成計画」、「年度の重点目標達成についての自己評価」を加え 

ることにより、ガイドラインに示されている PDCAを活用した自己評価を進めることができるようになっています。 

3 ガイドラインでは、「項目別の自己評価表(例)イメージ」において取組状況を 1から 4の評語を用いて自己評定する様式を例示しています。この 

ことから、本書でも「評価項目別取組状況」の小項目毎に評定欄を加えました。評語の考え方の例は、以下のとおりです。但し、評定については学 

校ごとの考え方により実施しない学校においては評定欄を削除してお使いください。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

4 本書は、学校関係者評価を円滑に進めるために、記述のうち「学校の理念・教育目標」、「年度の重点目標と達成計画」、「年度の重点目標達成に 

ついての自己評価」など部分的にピックアップして評価を行うことができるように構成していますので、学校関係者評価実施においても活用できま 

す。 

5 本書はワード形式で作成しています。学校の考え方により適宜変更して使用してください。ご不明な点につきましては、機構事務局までお問い 

合わせください。                 

         連絡先 03-3373-2914 info@hyouka.or.jp 

 

※評語の意味 

4 適切に対応している。課題の発見に積極的で今後さらに向上させるための意欲がある。 

3 ほぼ適切に対応しているが課題があり、改善方策への一層の取組みが期待される。 

2 対応が十分でなく、やや不適切で課題が多い。課題の抽出と改善方策へ取組む必要が 

 ある。 

1 全く対応をしておらず不適切。学校の方針から見直す必要がある。 
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1 学校の理念、教育目標  
 

教 育 理 念 教 育 目 標 

 
本校は、滋慶学園グループに属しており、「職業人教育を通して、社会に貢献

する」という学園グループのミッション（使命）のもとで、教育理念を明確

に定めている。 
 
教育の理念は滋慶学園グループ全てで共有しており、「建学の理念」として、 
 
・実学教育（業界に直結した即戦力となる知識・技術を教授） 
・人間教育（プロの職業人としての身構え・気構え・心構えを育む） 
・国際教育（広い視野でモノを捉える国際的な感性を養う） 

の３つを掲げており、 
 
「学生・保護者からの信頼」 
「高等学校からの信頼」  
「業界からの信頼」 
「地域からの信頼」 
の４つの信頼を得ることを目的として、学校運営を行っている。 
 
この建学の理念のもとで、教育のコンセプトは、業界が求める人材を業界

と共に育てる「産学連携教育」であり、また急速にデジタル化している社

会的な変化に対応する人材育成をするため、３・４年間で、 
「テクノロジーで創造力を仕事にする学校」をコンセプトとしている。 

  
 
 

 

 
本校は、建学の理念のもと、「業界が求める人材を業界と共に育成する」産学

連携教育を通して、「豊かな創造力で『夢』と『感動』を与えられる人材」を

育成していくことを目的に、九州 NO１のブランド力のある学校を目指す。 
そして３・４年間を通じて、「コンセプト」「クリエーティビティ」「プレゼン

テーション」と、この３つのスキルを身に付ける。また、４年制の高度専門

士の称号を付与される専攻においては、上記３つのスキルと合わせて「テク

ノロジー」「マネジメント力」「英語力」の３つの力を身に付け、将来リーダ

ーとなれる人材育成を目指す。 
 
教育の目標として 
・ 教育の質を上げ、質の高い学生を育成する。 
・ 就職希望者全員の就職と業界トップ企業への就職を目指す。 
・ マンガ・イラスト・小説・プロゲーマーのデビューを目指す。 
・ 独自の産学連携教育を行なうオンリーワンの学校を目指す。 
・ 中途退学を出さない、学生満足度の高い学校を目指す。 
・ 留学生への職業人教育を通じてアジアの発展に寄与する。 
・ IT 系分野においては、資格取得教育にも力を入れる 

 
全ての学生が成長し、「できない」ことが「できる」ようになる。一人ひとり

に応じた最高の到達点を目指すと同時に、中途退学者を出さない事も大切な

目標と考えている。 
 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 
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2 本年度の重点目標と達成計画 
2024年度重点目標 達成計画・取組方法 

＜教務＞ 
1、 DO0％を目標に、「一人ひとりを大切に」する学生サポートの徹底、講師・保護者を

巻き込んだチーム支援の強化、学生情報の活用とコーチングスキルの向上を図るため

の勉強会実施。 
2、 業界との情報交換強化による最新のカリキュラムで「質の高い学生」を輩出。学習者

像を意識した魅力ある授業運営を継続。福岡校で全国 TOP 水準のカリキュラムを作

り上げ、業界より指名されるブランドを目指す。 
3、 マネジメント力を育成できる教育カリキュラムの創造と、社会貢献を実践する演習。 
＜広報＞、 
1、 進路選びの早期化により、ガイダンス等で低学年への接触を積極的に増やす。高３の

早期集客が総合型選抜（AO 入学）の数字に大きく影響するため、春から夏前までの

集客に注力する。 
2、 WEB・SNS だけではなく、心を込めたアナログ広報も同時に行う。スタッフの面倒

見の良さや人の温かさを伝え、本人だけでなく保護者様にも感じていただく。 
3、 出願率向上のため、入学前プレスクールを開催し、入学後の学習不安を軽減する。 
＜就職・デビュー＞ 
1. 就職活動の早期化に合わせて、全体的な年間スケジュールの見直し・前倒しを行

う。また、IT・プログラマー系、その他クリエーティブ系と、業界の動きが異なる

ため、学校全体での動きと、分野別に合わせた就職イベントを並行して行う。 
2. 就職対象者率向上への更なる取り組みと、第一専門職就職への就職率アップのため

の新しい施策を行う。 
3. 多様化する業界・業種に向けて、在校生が自身の「強み」を見つけて、伝えられる

ように、作品制作力・ポートフォリオ制作力の育成を強化する。専門職就職やフリ

ーランス活動で必要なビジネスマインド・セルフプロデュース力・チームワーク力

育成を強化する。 
＜全体＞ 
1. 次世代スタッフの育成 
2. チームマネジメントを通して、個の成長を促す組織作り 
3. 安定経営の継続（予算遵守また、スリム化を図る） 
4. 質の高い教育に裏付けられる、高い教育成果（産学連携）、資格取得率（IT 系）を目

指し、さらに英語力、マネジメント力、コミュニケーション力を身に付けた、人材

育成を行う 

＜教務＞ 
1. 学生の「個」を伸ばすサポートのため、学生面談や保護者との連携、講師との連携、教職

員のコーチング力向上のための研修など、年間計画を立て、チームによる支援の強化を行

う。分野ごとの定期的な学生支援ＭＴＧの開催により、学生情報やデータを活用を促進。 
2. 業界 TOP 企業との産学連携に取り組み、時代の変化に合わせたカリキュラムの見直しは

もちろん、業界の素晴らしさと期待感をもって学業に取り組める授業運営を行う 
3. 特に 4 年制学科においては、質の高い学生を育てるため、マネジメント力を身に付けた社

会に貢献できる人材を育成するための教育内容の改革を実施する。 
＜広報＞ 
1. ガイダンスへ積極的に参加。直接高校生に接触し認知度を上げる。広告費を前倒しし、早

期集客に注力する。HP を 4 年ぶりにリニューアル。専攻の強み（競合との差別化）を端

的に分かりやすい表現でアップ。 
2. 資料請求してから 1 カ月間、来校に繋がっていない方へ来校促進のお手紙送付。春のイベ

ント参加促進のお手紙送付。来校した方へお礼の手紙送付。ガイダンス接触者へお手紙送

付。 
3. 入学前に授業への不安や友達作りに不安を抱えている高校生が多いため、夏休みに入学前

プレスクールを開催。在校生と担任との事前交流を通して入学後の「自分」を想像しても

らい不安を軽減する。 
＜就職・デビュー＞ 
1. 入学直後より、就職活動への意識付けとなるオリエンテーション、就職イベントを実施。

前年より半年前倒しでスケジューリングを行う。また、合同企業説明会だけではなく、単

独企業説明会を積極的に開催（目標：60 社）。１年生から職業理解、自己分析の機会を増

やす。 
2. クリエーティブ系専攻に対して、作品審査会を積極的に開催。（6 月、10 月）作品力を上

げるために、企業との面談の機会を積極的に設ける。 
3. 在校生全員が「仕事をする力」の経験を積めるように、様々な業界・業種の企業や講師と

連携して、授業や企業プロジェクトを、より実際の現場に近い内容や形式で実施する。 
＜全体＞ 
1. 若い人材の積極採用も行い、将来のための人材確保も行う。年間を通して様々な勉強会を

実施し、滋慶マインドの浸透とスタッフの成長を促す 
2. 広報・教務・就職が連携し、部署を超えて学生の夢・目標に対して三位一体でサポートを

行う 
3. 予算執行のメリハリをつけ、将来を見越した積極的な投資、無駄な予算の削減を行う。 
教育の成果が就職・デビュー実績、広報、学生募集の成功と繋がるよう、教務改革を強化してい

く。 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 
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3 評価項目別取組状況 
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基準１ 教育理念・目的・育成人材像 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 
本校は、文化・教養専門課程を設置し、そのもとで

コンピュータ、デザインを通じて社会におけるコミ

ュニケーションを図る専門家としての知識及び技

能を教育することを目的とする、と学則に定め、滋

慶学園グループの「職業人教育を通じて社会に貢献

する」というミッションの下で、教育理念、目的、

育成人材を明確に定めている。またそれを学生便

覧、教育指導要領等に文章化することで、すべての

学生、保護者、教職員、講師に周知徹底している。 
 
また、３・４年制教育、デザインとテクノロジーの

両方を学べることを教育の強みとしており、業界が

求める人材を業界と共に育成する産学連携教育を

通して、「テクノロジーで創造力を仕事にする」とい

う教育コンセプトは、学外に対しても、ホームペー

ジや学校案内などで幅広く公表し、業界が求める即

戦力の人材育成として業界からの支持も得ている。 
 
また、業界の流れがアナログからデジタルに移行し

ていることに伴い、３・４年後見据えた新専攻の開

発、教育内容の見直しが求められる。また、18 歳人

口の減少に伴い、新たなマーケットの拡充も必須と

考えられる。 

 
業界が求める人材を業界とともに育成し、質の高い

人材を輩出することで社会に貢献とする理念や目

的は今後も変わることは無いが、理念や目的を実現

していくためには、常に継続的な活動が必要となっ

てくる。最も重要なのは、すべての学校職員がこの

理念を共有し個が研鑽することする事であり、常に

社会の変化を注視しながら、改善を図ることであ

る。 
 
業界が求める人材としてのマインドは不変のもの

であるが、スキルは常にレベルアップしており、デ

ザイン、テクノロジー業界において、業界と常に密

接に関わる事が重要である。そのために、積極的に

業界企業との接点を増やし、その情報を教職員、授

業を担当する講師と素早く共有し、教育現場に反映

することが必須といえる。 
産学連携の根幹となる「企業プロジェクト」は、本

校から企業に対して、今以上積極的に提案する事が

重要であり、さらなるトップ企業とのプロジェクト

の創造につなげる。また、新専攻開発のヒントとも

なる貴重な場としても、企業との接点を増やすこと

が重要である。 
スキルや知識だけではなく「人間力」「コミュニケー

ション力」「英語力」「マネジメント力」を上げるた

めの教育も強化していく。 

 
■滋慶学園のミッション 
「職業人教育を通じて社会に貢献する」 

 
■建学の理念 
「実学教育」 
「人間教育」 
「国際教育」 
 

■４つの信頼 
 「学生、保護者からの信頼」 
「高校学校からの信頼」 

 「業界の信頼」 
 「地域からの信頼」 
 
■学校のコンセプトと育成人材 
 「テクノロジーで創造力を仕事にする」 
 
■教育のコンセプト 
 「産学連携教育」・・・業界が求める人材を業

界と共に育成する事であり 
 「企業プロジェクト」を中心に、「コンセプト

力」「創造力」「プレゼンテーション力」を身

に付けた人材育成を行う。 
 
■３年制・４年制教育 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 
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1-1 （1/2） 
1-1 理念・目的・育成人材像 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-1 理念・目的・

育成人材像は、定

められているか 

□理念に沿った目的・育成人

材像になっているか 

□理念等は文書化するなど

明確に定めているか 

□理念等において専門分野

の特性は明確になっている

か 

□理念等に応じた課程(学

科）を設置しているか 

□理念等を実現するための

具体的な目標・計画・方法を

定めているか 

□理念等を学生・保護者・関

連業界等に周知しているか 

□理念等の浸透度を確認し

ているか 

□理念等を社会の要請に的

確に対応させるため、適宜見

直しを行っているか 

 
 
 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

「職業人教育を通して

社会に貢献する」という

ミッションの下で、建学

の理念、育成人材は明確

に定められ、文章化でき

ており、広く告知できて

いる。またその理念を実

現する為の方法は産学

連携教育であり、人材育

成の課程も理念に沿う

ものである。理念が変わ

ることは無いが、達成す

る為の過程は常に、事業

計画の段階で見直しを

図っている。 

理念や目的、育成人材

像は広く告知できてい

るが、教職員以外に対す

る浸透度の確認は行な

っていない。 
先進的な変化が伴う本

学の業界において、日々

の変化に伴い、デザイン

とテクノロジーの習得

に向けた教育について、

体験入学等での入学者

や入学希望者への認知

では足りているとは言

えず、また、非常勤講師

等についても、年数回の

講師会などで理念への

理解を深める活動の継

続が必要。 

在校生にはアンケート

や三者面談、また入学者

については入学選考に

おける面接などで、学校

の教育への理解を確認

が必要（アドミッション

ポリシー）。 
講師に対しては、講師

会、分野別の定期的な会

議等で取り上げ、学生指

導の根幹的な考え方と

して、繰り返し伝える。 
また、より具体的に周知

していく為にはホーム

ページの更なる活用も

重要。教職員については

研修なども学びを定期

的に実施。 

・学生便覧 
・教育指導要領 
・滋慶語録 
・学校案内 
・グループパンフレ

ット 
・学校公式 HP 

1-1-2 育成人材像

は専門分野に関

連する業界等の

人材ニーズに適

合しているか 

□課程(学科)毎に、関連業界

等が求める知識・技術・技能・

人間性等人材要件を明確に

しているか 

□教育課程・授業計画(シラ

バス)等の策定において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

 
 
 
４ 

教科目標として、学生

便覧及び教育指導要領

に記載しており、養成目

的のためのシラバスは

業界から派遣される講

師と共に策定されてい

る。 

業界変化が早いため、

人材要件を教育に繋げ

るための、情報収集・調

査・研究、計画が必要。 

教育課程編成委員会の

有効活用また定期的に

業界の声が聞ける企業

訪問や勉強会の実施。 
講師に対しての、企業様

による、業界セミナーの

開催など。 

・学生便覧 
・教育指導要領 
・シラバス 
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1-1 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-2 続き □専任・兼任(非常勤)にかか

わらず、教員採用において、

関連業界等から協力を得て

いるか 

□学内外にかかわらず、実習

の実施にあたって、関連業界

等からの協力を得ているか 

□教材等の開発において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

 
 
 
 
４ 
 
 
 
 
 
 
 

産学連携を教育の柱と

し、授業を行う講師は業

界で活躍するプロのエン

ジニア・クリエーターで

あり、「企業プロジェク

ト」「インターンシップ」

「業界特別講義」など、全

ての教育において、業界

からの協力を得ている。 

福岡という立地のため、

専門性が高く、業界で活

躍する講師の獲得は難し

い。また、多くの授業を受

け持つ講師がいる現状

は、授業品質の面でも、課

題である。企業プロジェ

クトも業界トップ企業と

の連携が少ない 

新規企業に対して働き

かけ、非常勤講師を増や

す。また、滋慶のスケー

ルメリットを活かし、東

京や大阪が連携し、オン

ラインなどの活用によ

り、地域的格差を解消し

た、プロジェクトの実施

する。 

・インターンシップ

案内冊子 
・企業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ申請

書 
・HP からの講師求

人情報提示 

1-1-3 理念等の達

成に向け特色あ

る教育活動に取

組んでいるか 

□理念等の達成に向け、特色

ある教育活動に取組んでい

るか 

□特色ある職業実践教育に

取組んでいるか 

 
 
４ 

産学連携教育の柱「企業

プロジェクト」により、

実践的に演習を通じて、

スキルを身に付けてい

る。 

企業プロジェクトの質も

数も足らない。1 年生から

企業との連携を実施でき

るよう、もっと経験の機

会を増やす必要がある。 

グローバル企業、TOP
企業とのプロジェクト

や、地域貢献など、本校

から企業に働きかける。 
 
 

・学校パンフレット 
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 300 
 

1-1-4 社会のニー

ズ等を踏まえた

将来構想を抱い

ているか 

□中期的（3～5年程度）な視

点で、学校の将来構想を定め

ているか 

□学校の将来構想を教職員

に周知しているか 

□学校の将来構想を学生・保

護者・関連業界等に周知して

いるか 

 
 
 
４ 

毎年策定する、事業計

画書の中で中期の構想

を定めており、教職員に

は研修・会議を通じて周

知している。社会のニー

ズや変化を学科・専攻に

反映している。 

社会の変化が著しく、

またスピードも加速され

ている事より、業界情報

のアップデートが必要で

ある。また、新入職者が増

えているため、改めて理

念の共有が必要である。 

自ら業界に足を運んで

情報を獲得していくこ

と。理念の共有において

は、教職員の研修や講演

会などを通じて徹底し

ていく。 

・事業計画書 
 
 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育理念、目的、育成人材は明確に定められており、理念にそった教育活動

も業界と密接に関わったものとなっているが、課題としては、将来構想の業

界に向けての周知をもっと積極的に行なっていく事が上げられる。 

近年、人間教育の重要性が増しており、企業プロジェクトや学外イベントな

どを通して、その機会を増やすことが大切である。また、本学園においては、

ホスピタリティを中心に人間教育を施すことにも力を入れている。 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 
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基準２ 学校運営 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 
学校を運営していく上での、「運営方針」その方針に

沿った「実行計画」そして実際に運用していく際の

「組織」は学校の理念に沿ったものとして、毎年作

成される事業計画書のなかで、明確に策定してお

り、職員の行動の指針ともなっている。 
また、円滑に運営していく為の意思決定のシステム

の方法や職務分掌の規定によって、一人ひとりの職

員の業務も明確になっている。 
さらに、職員の意欲や業務改善の為の研修や給与の

規定についても、明確に決められており、今後は、

職員の意欲の向上の為に、この給与等の規定などの

開示にも更に積極的に取り組んでいく事も必要か

と思われる 
 
業務の効率化のための、システム化に関しては、あ

らゆる面でデジタル化がなされており、学生管理の

上では、入学前から在学中そして卒業後まで様々な

情報を管理できるシステムを構築しており、滋慶学

園グループ内の系列企業によって、セキュリティを

含めて、管理されている。 
 
学校を運営していく上で、様々な組織や規定を構築

しているが、最終的には実際に行なっていくのは

「人」であるため、職員の意欲並びに環境の改善が

重要。 

 
人材の育成並びに、円滑な学校運営のために、職員

全員が、事業計画における、理念に始まり、方針、

目標、計画までの理解を深める、と同時に常に自分

自身の職務を明確に理解する必要があるため、朝

礼、全体会、研修、面談などを通して、事業計画の

確認に努めていくと同時に、意思決定システムの中

での決定権者の規定や規則の明文化を図り、職員に

周知していく。 
 
また、職員だけではなく円滑に運営していく為に

は、システムの開発を含めて関連企業との関係も重

要になってくる。「予算管理システム」により、デジ

タルでの予算管理、および人によるアナログ作業の

二重チェックができているため、より強化な予算管

理システムが遂行されている。 
 
オンラインシステムの活用、DX などは引き続き活

用していく。 
システムにより利便性は高まっているが、汎用して

いる状況を用途により整理する必要がある。システ

ムが増えることにより、業務負担が増えないよう、

基幹システムを統一していく必要がある。 
 

 
■事業計画書の内容は以下 
  Ⅰ．組織の目的 
  Ⅱ．組織の運営 

(１) 計画体系 
１． 運営方針 
２． 目標（定量的目標、定性的目標） 
３． 実行方針 
４． 実行計画 

① 組織図 
② 職務分掌 
③ 人事採用計画 
④ 広報計画 
⑤ 広報年間計画 
⑥ 学科・専攻のイノベーション 
⑦ 新規事業 
⑧ 年間スケジュール 

   （２）仕組みとルール 
     １．インセンティブシステム 
     ２．業績評価システム 
     ３．意志決定システム 
  Ⅲ．5 年後の将来 

Ⅳ．単年、更に 5 年後の収支予算書を持って事

業計画書としている。 
  

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 
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2-2 （1/1） 
2-2 運営方針 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-2-1 理念に沿っ

た運営方針を定

めているか 

□運営方針を文書化するな

ど明確に定めているか 
□運営方針は理念等、目標、

事業計画を踏まえ定めてい

るか 
□運営方針を教職員等に周

知しているか 
□運営方針の組織内の浸透

度を確認しているか 

 
 
 
 
４ 

運営方針は滋慶学園グ

ループの運営方針を基

に、理念、目標、事業計

画を踏まえて、毎年明確

に定められており、組織

内に周知徹底されてい

る。 

定められた運営方針

は、常に教職員に周知さ

れ教職員の行動の指針

となる事が重要。 
スタッフに向けての定

期的な研修が必要と考

えられる。 

朝礼、全体会、研修、面

談などを通して、教職員

に対して常に周知して

いくが、実体験を通して

理念が浸透していくた

め、スタッフの主体的な

行動を促す雰囲気作り

を行っていきたい。 

・事業計画書 
・教務用事業計画書 
・滋慶語録 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
運営方針は、明確な目標を定めた事業計画書の中で定められており、１年間の

行動指針となっている。またこの指針に沿って各部署の方針も確定される事に

なっており教職員への周知もできている。 

運営方針は、強い組織体制を目指した、 
・ 教育の方針 
・ 広報の方針 
・ 就職・デビューの方針 
と、強い財務体制とコンプライアンス、人材育成からなる。 
 

 
 最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 
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2-3 （1/1） 
2-3 事業計画 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-3-1 理念等を達

成するための事

業計画を定めて

いるか 

□中期計画（3～5年程度）を

定めているか 

□単年度の事業計画を定め

ているか 

□事業計画に予算、事業目標

等を明示しているか 

□事業計画の執行体制、業務

分担等を明確にしているか 

□事業計画の執行・進捗管理

状況及び見直しの時期、内容

を明確にしているか 

 
 
 
 

 
４ 

滋慶学園の５ヵ年計画

を基に、毎年、作成する

事業計画書は単年度か

ら５ヵ年の予算、目標、

執行体制、業務分担な

ど、明確に定めており、

特に予算は進捗を鑑み

年に中間と期末で細か

く見直している。 

この事業計画に沿って

一年間組織運営がなさ

れる事が重要である為、

明確な目標設定と実行

方針、実行計画を綿密に

定める事が非常に重要

である。計画と実行に差

異が生じている場合は

早めの検証が必要。 

予算を含め、事業計画が

順調に推移しているか

どうか、毎月検証してい

く、特に予算に関して

は、事前申請を徹底さ

せ、計画的な予算計画の

意識付けをスタッフ全

員に根付かせる。 

・事業計画書 
・予算管理システム 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

事業計画は中長期的な計画から、単年の計画まで、明確に定められており、

中長期の目標にむけて、単年度見直しながら、執行体制や業務分担を明確に

定め学校の運営は行われており、全く問題なしと思われる。 
在校生数の増加に伴い、e-sports ルーム、e-sports アリーナの増設、PC など

教育機器の購入。また学生ラウンジの改修工事なども行った。 
 

短期・中期に常に見直しをかけていくことが重用。特に予算は４半期ごとの

見直しをかけている。 

 
 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 
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2-4 （1/2） 
2-4 運営組織 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-1 設置法人は

組織運営を適切

に行っているか 

□理事会、評議員会は寄附行

為に基づき適切に開催して

いるか 

□理事会等は必要な審議を
行い、適切に議事録を作成
しているか 

□寄附行為は、必要に応じて

適正な手続きを経て改正し

ているか 

 
 
 
 
４ 

理事会・評議員会とも

に、寄付行為に元づき適

切に開催され、学園グル

ープの関連企業の支援

のもとで、議事録の作

成、管理は適切に行なわ

れている。 

法令に則って適切に開

催しており、問題は無い

ものと考えている。 

今後も法令に則って適

切に開催していく。 
 

2-4-2 学校運営の

ための組織を整

備しているか 

□学校運営に必要な事務及

び教学組織を整備している

か 

□現状の組織を体系化した

組織規程、組織図等を整備し

ているか 

□各部署の役割分担、組織
目標等を規程等で明確にし
ているか 

□会議、委員会等の決定権

限、委員構成等を規程等で明

確にしているか 

□会議、委員会等の議事録

（記録）は、開催毎に作成し

ているか 

□組織運営のための規則・規

程等を整備しているか 

□規則・規程等は、必要に
応じて適正な手続きを経て
改正しているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

学校運営に必要な部署

は、学園グループの協力

企業を含め、すべて整備

されている、また事業計

画書の中の組織図では、

すべての職員が部署ご

とに明記されており、学

内での意思決定が体系

的に判断できるものと

なっている。 
また、全体会を含め各

部署ごとに行なわれる、

会議や委員会ではすべ

て議事録をとっており、

運営上必要な委員会に

おいては規定を設けて

おり、必要に応じて適宜

見直し改正を行なって

いる。 

組織は、学校を運営し

ていく上で、状況に応じ

て、必要となってくるの

で、常に新規に委員会を

立ち上げる事のできる

柔軟性を持ち合わせる

ことが重要。 
また、各部署、各委員

会が単独の組織として

縦割りの組織にならず

に、各委員会情報が全体

に伝わる仕組みが必要

と思われる。 

組織を運営していく上

で最も重要となるのは、

人であるため、運営でき

る人を育てる研修に力

を入れていく。また、組

織における意思決定は

トップダウンではなく、

構成員の多くの意見が

集約できるように努め、

常に議事録を持って改

善に努める 
 
 

・事業計画書 
・組織図 
・会議議事録 
（広報） 
（教務） 

・規約 
（コンプライアン

ス委員会） 

 
2-4 （2/2） 



１２ 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-2 続き □学校の組織運営に携わる

事務職員の意欲及び資質の

向上への取組みを行ってい

るか 

 
 
４ 

事務職員もすべて、目標

の設定と学校運営の役

割が明確になっており、

研修を通じた資質の向

上が図っている。 

事務職員は正社員だけ

ではなく、派遣スタッフ

も在籍しているため、責

任の所在があいまいに

ならないようにする事

が重要。また、各リーダ

ーのリーダーシップが

重要と捉え、トップダウ

ンのみの指示にならな

いよう、責任の所在を細

分化する必要がある。 

構成員全員が、常に自

分自身の職務を明確に

理解する必要があるた

め、会議研修を通じて常

に徹底を図る。 
また、業務を担当する

ことにより、主体性やリ

ーダーシップが育まれ

るため、積極的に権限移

譲していく。 
 

・目標面接シート 
・研修プログラム 

 

 
 
 

 
 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
理事会をはじめ、学内における委員会など、学校運営に必要な組織は、すべ

て適切に設置されており、規則・規制の整備ならびに、運営上大切な職員の

育成においても、研修を中心に行なわれている。 

本校における運営は、学校全体での運営だけでなく、分野をゲーム・CG 系、

e-sports 系、IT 系、デザイン系、デビュー系そしてポップカルチャー系と分

類して、それぞれでの目標を設定している。また、それぞれにリーダーを設

け、縦割りにならないようチームマネジメントを実施している。 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



１３ 
 

2-5 （1/1） 
2-5 人事・給与制度 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-5-1 人事・給与

に関する制度を

整備しているか 

□採用基準・採用手続きにつ

いて規程等で明確化し、適切

に運用しているか 

□適切な採用広報を行い、
必要な人材を確保している
か 

□給与支給等に関する基準・

規程を整備し、適切に運用し

ているか 

□昇任・昇給の基準を規程
等で明確化し、適切に運用
しているか 

□人事考課制度を規程等で

明確化し、適切に運用して

いるか 

 
 
 
 
 
４ 

 

運営上必要な人員は適

切に採用されている、ま

た人事、及び給与の規

定、人事考課に関して

は、本部において基準が

設けられており、その方

針に沿って整備、運用が

行なわれている。また目

標面接シートをもとに、

本人の目標に向けた達

成度を確認する事もで

きるようになっている。 
 

数字で現れる数値目標

だけでなく、情意を含め

た意欲など全般での評

価が重要であり、職員個

人が自分自身の評価が

適切になされているこ

とを職員が理解できる

事も重要であるため、規

定などの開示も重要と

思われる。 

個人面接を通じて、人事

委員会の評価基準規定

を公開していくことで、

数値目標だけに限らず、

情意の目標を持って適

切に評価されている事

を通達していく。 

・人事委員会評価基

準規定 
・事業計画書 
・総務人事委員会基

本給案 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

事業計画書で、次年度の目標を策定する際に、必要人員が確定し、そこで講

師を含め、職員、アルバイトなどの補充スタッフを予定し、その予定に沿っ

て確保していく事になり、給与などの支給に関しては、本部の規定に応じて

支給される事となる。 

新卒の初任給の規定を含め職員の基本給は、総務人事委員会のモデル案を下

に規定されており、初任給においては地域に応じた調整給での差異が設けら

れている。 

 
 最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



１４ 
 

2-6 （1/1） 
2-6 意思決定システム 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-6-1 意思決定シ

ステムを整備し

ているか 

□教務・財務等の事務処理に

おいて、意思決定システムを

整備しているか 
□意思決定システムにおい

て、意思決定の権限等を明確

にしているか 
□意思決定システムは、規

則・規程等で明確にしている

か 

 
 
 
 
４ 

事業計画書の中で、意

思決定システムは明確

に定められており、決定

すべき案件の目的と、決

定方法を定めている。 

現状決められている意

思決定システム（会議）

だけでは補えない部分

は、常に事業計画を見直

していくことが必要で

あるのと、主催者が決定

権者であることの周知

が必要。 

意思決定システムの中

での決定権者の規定や

規則を明文化していき、

その事を職員に周知。 

事業計画書 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

意思決定に関しても、事業計画書の中で、決定案件に応じた数多くの決定方

法を整備しており、すべて円滑に運用されている。 
意思決定システムは、 

・方法・目的・実施日（頻度）・主催者・対象者の区分で規定している。 

 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



１５ 
 

2-7 （1/1） 
2-7 情報システム 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-7-1 情報システ

ム化に取組み、業

務の効率化を図

っているか 

□学生に関する情報管理シ

ステム、業務処理に関する

システムを構築しているか 

□これらシステムを活用

し、タイムリーな情報提供、

意思決定が行われているか 

□学生指導において、適切
に（学生情報管理）システ
ムを活用しているか 
□データの更新等を適切に
行い、最新の情報を蓄積し
ているか 
□システムのメンテナンス
及びセキュリティ管理を適
切に行っているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

本校では入学前から、

在学中そして卒業後の

サポートまでを様々な

デジタルシステムを導

入して、業務改善、情報

の一元化を計ってい

る。新たにガルーンを

導入し、スタッフのコ

ミュニケーションツー

ルとして活用中。 
マイクロソフト Teams
は引き続き在校生と教

務スタッフのツールと

して活用中である。 

デジタルシステムを

用いた効率化は重要で

ある反面、メンテナン

スやセキュリティ管理

が非常に重要である

為、十分な予算を考慮

しておく必要がある。 
また、デジタルツー

ルの知識格差、さらに

複数の基幹システムを

使用している事によ

り、システム活用の個

人差が出ている。 
IT リテラシーについ

ての教育も必須。 

新規システムを導入

する際に、既存のシス

テムの見直しが必要で

ある。 
また、ようやく慣れ

てきているが、次々と

新しい機能が増えてき

ているため、デジタル

ツールを介してだけで

はなく、口頭でのアナ

ログコミュニケーショ

ンも必須である。 

・コンピュータシステ

ム画面印刷データ 
・個人情報保護マネジ

メントシステム運用

状況調査報告書 
 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

グループ内のサポート企業により、システムの開発から運営管理まで行って

おり、情報データに関しては一元化で効率が図られると共に、姉妹校との共

有化も可能となっている。 

・ AS システム    ・予算管理システム 
・ 広報システム    ・sigfy（LINE） 
・ 出席管理システム  ・Teams（マイクロソフト） 
・ サクセスナビ    ・ガルーン 

 
 
 
 
 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



１６ 
 

基準３ 教育活動 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
滋慶学園の「職業人教育を通じて社会に貢献す

る」というミッションを大前提として、業界が求め

る「人材」を育成していくための産学連携教育を柱

に教育を行っている。本校における、ゲーム・CG・

映像・デザイン・テクノロジー分野は、常に技術が

進歩し、社会の興味関心が急激に変化することも多

い業界である。そのため、業界の動向を常にキャッ

チするために様々な手法を通してし、その変化に対

応していく必要がある。 

カリキュラムは、体系的に編成され、「基礎分

野」、「専門基礎分野」、「専門分野」、「特別教

育分野」という構成になっており、社会的・職業的

自立を目指し、「キャリア教育」の視点に立ったも

のにもなっている。そのカリキュラムは、業界と連

携し開発・構築した内容を基に、JESCクリエーティ

ブ教育部会で検討し、カリキュラム・シラバスに落

とし込んでいる。また授業改善、教職員・講師の資

質向上等を目的とし、授業評価を実施している。 

 

成績評価・単位認定・進級認定・卒業認定につい

ては、学則に則り、基準を設け、学生便覧にも記載

し明確にしている。 

 

 課題としては、中途退学者を減らすことと、質の

高い学生を育成するための教育改革の二つの点があ

げられる。 

 

各専攻の教育目標・育成人材像は、各業界に必要

な人材として必要なスキルを身に付けることにある

が、人材ニーズは日々変化・進化している。産学連

携により、業界ニーズを正しく教育に反映させるた

め、常に業界に対しアンテナを張り、教職員は非常

勤講師とのコミュニケーション、企業との接触（就

職関連行事、企業訪問、企業課題提供）、姉妹校連

携による情報の共有等、積極的に努めていく。特に

立地的な不利を解消するためにも、首都圏などへの

訪問を行い業界認知も高め、より良い教育のリソー

スを九州・福岡に導いてくる。 

学生が目指す、業界が求めるスキルや人材像を、

3・4年間の教育に落とし込み、学年毎の到達目標を

定め、カリキュラム・シラバスを作成する。大切な

のは、目標に対し、全ての学生が到達できるよう

に、チーム支援で学びを提供すること。そして変化

に対応し、常に教育目標や到達目標の改善を行うこ

とである。 

本校の授業を行う非常勤講師は現役のプロである

が、技術・知識だけではなく、人間性の部分におい

ても高いレベルの指導ができる人材を講師として採

用している。また、一つひとつの授業を大切にする

ため、講師が担当する授業コマ数も厳選している。 

 

様々な個性の学生を、一人ひとり見ていくことが

本校の特徴でもあり、さらなるサポート体制を敷い

て中途退学を減らしてゆく。 

滋慶学園 COM グループ「クリエーティブ教育部会」

において産学連携教育システムを柱としたカリキュ

ラムの構築、方針・計画を策定し、修業年限内で教育

目標を到達できるように取り組んでいる。常に業界

ニーズを把握し、教育カリキュラムを構築・改善し実

施している。また、滋慶教育科学研究所（JＥＳＣ）

主催の教育部会による姉妹校の取り組みや成功事例

の水平展開を行いながら、学生の評価システム、カリ

キュラム、イベント運営、就職・デビューについて、

話し合いを重ねている。 

「産学連携教育」における授業カリキュラムの柱

として位置づけ実施しているのが「企業プロジェク

ト」である。このカリキュラムでは、「企画力」「創造

力」「プレゼンテーション力」の 3つを学ぶことによ

り、「イノベーション」「クリエーティビティ」「リー

ダーシップ」の 3 つの力を身につけることを到達目

標としている。そのために要求の高いグローバル企

業やナショナル企業とのプロジェクトを積極的に取

り組み、質の高い学生の成長に繋げている。 

各専攻の教科担当は、企業や業界人である講師か

ら常に最新のニーズや現状情報等を引き出し、企業

訪問や研修・セミナーなどに参加することで、業界

情報・ニーズを抽出・確認している。 

それらを総合的に協議した上で、教育目標、カリキ

ュラム等々へ反映させ、業界で即戦力となりうり人

材育成に役立たせている。 
 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 



１７ 
 

3-8 （1/1） 
3-8 目標の設定 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-8-1 理念等に沿

った教育課程の

編成方針、実施方

針を定めている

か 

□教育課程の編成方針、実施

方針を文書化するなど明確

に定めているか 
□職業教育に関する方針を

定めているか 

 
 
４ 
 

業界が求める即戦力の人材

を育成するために、教育編成

方針や実施方針は、教育指導

要領にて文書化している。 

学校の教育方針を定めてい

るものの、全ての講師に浸透

させ、年々変化する業界に対

応し、方針に沿った授業運営

を行っていくことが義務で

あり、課題である。 

業界で活躍している講師の

情報は元より、企業との連携

を図り、業界の動きに常に目

と耳を傾けていく。 
講師会や講師との細かなミ

ーティングで、丁寧に方針の

浸透に努めていく。 

学生便覧 
教育指導要領 

3-8-2 学科毎の修

業年限に応じた

教育到達レベル

を明確にしてい

るか 

□学科毎に目標とする教育

到達レベルを明示している

か 
□教育到達レベルは、理念等

に適合しているか 
□資格・免許の取得を目指す

学科において、取得の意義及

び取得指導・支援体制を明確

にしているか 
□資格・免許取得を教育到達

レベルとしている学科では、

取得指導・支援体制を整備し

ているか 

 
 
 
 
 
 
４ 

専攻により、３年制４年制

があり、学年毎の到達目標や

学期毎の目標を設定し、修業

年限の中で、到達すべき目標

を定めている。またそれは建

学の理念である「実学教育」

「国際教育」「人間教育」に

基づいて設定され、適合して

いる。 

本校の分野において、資格

取得は必須ではないが、IT業

界など就職で有利となるケ

ースもあるため、サポートを

充実させている。 

学校の基本理念は変化する

ことはないが、クリエーティ

ブ・テクノロジー業界は、特

に技術面に関して変化し続

けており、それに対応したカ

リキュラムと目標をしっか

りと明確にする必要がある。

また、業界が求める人間力の

到達レベルを可視化するこ

とが課題である。 

教科担当は、企業連携による

課題への取り組みや、校内で

の合同企業説明会、就職関連

イベントでの情報収集、企業

訪問によって、常に情報に対

してのアンテナを張り、教育

の指標としていくことを、常

に行っていく。 

専攻別到達目標 
シラバス 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

滋慶学園グループの掲げる教育理念のもと、JESC主催「クリエーティブ教育部会」におい

て産学連携教育を柱としたカリキュラムの構築、方針・計画を策定し、修業年限内で確実

に教育目標を到達できるように取り組んでいる。 

教育の柱とする産学連携教育を実践するため、常に業界ニーズを把握し、常に教育カリキ

ュラムの改新を実施するほか、全国の姉妹校と連携し、情報交換や成功事例の水平展開を

行いながら、学生の評価システム、カリキュラム、イベント運営、就職・デビューについ

て、見直しを重ねている。 

 
 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 



１８ 
 

3-9 （1/3） 
3-9 教育方法・評価等 
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-1 教育目的・

目標に沿った教

育課程を編成し

ているか 

□教育課程を編成する体制

は、規程等で明確にしてい

るか 

□議事録を作成するなど教

育課程の編成過程を明確に

しているか 

□授業科目の開設におい

て、専門科目、一般科目を適

切に配分しているか 

□授業科目の開設におい

て、必修科目、選択科目を適

切に配分しているか 

□修了に係る授業時数、単
位数を明示しているか 

□授業科目の目標に照ら

し、適切な教育内容を提供

しているか 

□授業科目の目標に照ら

し、講義・演習・実習等、適

切な授業形態を選択してい

るか 

□授業科目の目標に照ら

し、授業内容・授業方法を工

夫するなど学習指導は充実

しているか 

□職業実践教育の視点で、

授業科目内容に応じ、講義・

演習・実習等を適切に配分

しているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

教育課程を編成する体

制は、校内のみならず、姉

妹校と連携した「クリエ

ーティブ教育部会」で行

っており、議事録を作成

し内容は明確になってい

る。科目は、一般科目とし

ての基礎分野、それに専

門分野、特別専門分野に

分かれている。 
授業時間数や単位数は、

学生便覧に明示してお

り、進級・卒業に必要な単

位数は明確にしている。 
目標に対してその到達

のためのカリキュラムは

業界とともに考え提供し

ており、実習を中心に講

義・演習を行っており、企

業からの課題を実践教育

として取り入れ、基礎技

術だけでなく、業界が必

要としている現場力を身

につけるための講義・演

習・実習を行っている。 

教育課程の編成にあた

り、クリエーティブ・テク

ノロジー業界のニーズが

重要であるが、産学連携

により現役のプロが指導

する本校において、教育

目標を更新する際は非常

勤講師が必要となり、福

岡という立地もあり、特

に高度なカリキュラムに

ついては、優秀な人材を

採用することに困難を生

じる。姉妹校との連携に

よる講師の紹介を受けた

り、地元企業への認知拡

大による協力企業の開

拓。また企業と連携し講

師を育成するなど、様々

な取り組み・工夫が必要

となる。 
さらに、新しい分野の

教育にチャレンジしてい

くにあたり、新たな業界

との接点を作る事と、産

学連携教育へのご理解ご

協力をいただくことが必

要な事項となる。 
 

 

 

 

 

 

 

課題提供や就職関連で

の連携を、業界の講師を

通じての情報収集のみな

らず、教育課程編成委員

会での意見交換を通じ、

常に改善策を構築し実施

していく方針である。 
教育部会においては、専

攻別分科会の実施が通常

化したが、全国の姉妹校

とのネットワークを生か

し、情報の共有は新を活

発化し、授業内容に取り

込んでいく必要がある。 

学生便覧 
教育指導要領 

 



１９ 
 

3-9 （2/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-1 続き □職業実践教育の視点で教

育内容・教育方法・教材等工

夫しているか 

□単位制の学科において、

履修科目の登録について適

切な指導を行っているか 

□授業科目について、授業

計画（シラバス・コマシラバ

ス）を作成しているかを 

□教育課程は定期的に見直

し改定を行っているか 

 
 
 
 
 
４ 

実践的なカリキュラムであ

る企業プロジェクトを全て

の専攻で実施。 
履修に関しては、必修授業

を基本としており、必要に応

じた履修指導を行っている。 
授業科目は、授業ごとにシ

ラバスやコマシラバスを作

成しそれに基づき授業を行

っている。課程は毎年見直し

を行っている。 

職業実践の場となる「企

業プロジェクト」において、

福岡・九州の企業・団体と

のプロジェクトが多く、ま

た数も限られるため、全学

年で実施が出来ていない。

また、グローバル企業やナ

ショナル企業など、高い水

準で要求に応える内容も乏

しく、今後の課題である。 

滋慶学園グループのスケ

ールメリットを活かして、

姉妹校と一緒に行うグロー

バル企業やナショナル企業

とのプロジェクトを今年度

より参加し、さらなる高い

スキルの人材育成に努め

る。また、個人制作だけで

なく、チーム制作によるマ

ネジメント力も磨いてい

く。 

学生便覧 
教育指導要領 
シラバス 

3-9-2 教育課程に

ついて、外部の意

見を反映してい

るか 

□教育課程の編成及び改定

において、在校生・卒業生の

意見聴取や評価を行ってい

るか 

□教育課程の編成及び改定

において、関連する業界・機

関等の意見聴取や評価を行

っているか 

□職業実践教育の効果につ

いて、卒業生・就職先等の意

見聴取や評価を行っている

か 

 
 
 
 
３ 
 
 

独自の「産学連携教育シ

ステム」により、常に業界・

企業と連携し、即戦力とな

る人材を育成することを目

標として取り組んでいる。 
また、在校生の授業アン

ケートの実施、教育課程編

成委員会での意見や学校関

係者評価委員の意見や評価

を参考にし、カリキュラム

や授業運営に活かしてい

る。 
 
 

在校生授業アンケートを

実施し、学生による授業評

価を行っている。結果はデ

ータとして活用している。

一方、卒業生の意見を多く

聞ける機会が少ないのが現

状であり方法を模索してい

る。 

現在、多くの卒業生が業

界で活躍し、非常勤講師と

して後輩の育成に尽力する

者も増えている。卒業生講

師からの意見も積極的に取

り入れていくほか、同窓会

などの開催により、より多

くの接点を求めていく。 
また、キャリアセンター

と協力して、業界との接点

を増やしていく。 
 
 

 

3-9-3 キャリア教

育を実施してい

るか 

□キャリア教育の実施にあ

たって、意義・指導方法等に

関する方針を定めているか 

□キャリア教育を行うため
の教育内容・教育方法・教
材等について工夫している
か 

 

 
 
 
 
３ 

入学前から卒業までをキャ

リア形成⇒キャリア設計⇒

キャリア開発と３つのフロ

ーに分けキャリア教育を実

施している。本校で行ってい

る教育は、すべては社会的・

職業的自立を目指し、「キャ

リア教育」の視点に立ったも

のになっている。 

すべての学生ひとり一人

の勤労観，職業観を育てるに

は至っていない。個人差があ

り、望ましい職業観・勤労観

及び職業に関する知識や技

能を身に付けさせ、自己の個

性を理解し，主体的に進路を

選択する能力・態度を育てる

ひつようがある。 

新入生オリエンテーショ

ンからキャリア意識、職業観

に気付くための時間を設け、

早期にキャリア形成を目指

していく。専門学校の特性

上、専門職への仕事理解は進

んでいるが、合わせて社会人

としての勤労観を、授業など

で実践していく。 

 



２０ 
 

 
3-9 （3/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-3 続き □キャリア教育の効果につ

いて卒業生・就職先等の意

見聴取や評価を行っている

か 

 
３ 

人間力の評価は、業界で

働いている卒業生や業界関

係者からヒアリングの上、

評価をいただいている。 

就職対策などの授業で行

っているが、実効力が足りな

い。外部講師の招聘や業界セ

ミナーなど、教務の工夫が不

足している。 

関係者評価委員会での意

見や業界訪問によるニーズ、

採用試験などを通じた業界

が求める人材像を教育に取

り込んでいく。 

 

3-9-4 授業評価を

実施しているか 
□授業評価を実施する体制

を整備しているか 

□学生に対するアンケート

等の実施など、授業評価を

行っているか 

□授業評価の実施におい

て、関連業界等との協力体

制はあるか 

□教員にフィードバックす

る等、授業評価結果を授業

改善に活用しているか 

 
 
 
 

 
 
４ 

年 2 回（前期・後期）、在

校生に対し授業アンケー

トを行っており、授業内

容だけでなく、講師の指

導に関することから、メ

ンタル面に関することま

で評価を行っている。 
この内容は、講師にフィ

ードバックされ、よりよ

い授業運営・授業改善に

活用している。また、アン

ケート結果は、学生に対

し公表も行っている。 

アンケート結果の改善

には取り組んでいるが、

あらゆる授業において全

ての項目が 100%満足す

る内容に到達できていな

い現状がある。評価ポイ

ントの向上、即ち授業改

善をさらに細かい部分に

おいて行う必要がある。 

現在行っている授業評価

アンケートは、学生に対

してのみであり、関連業

界に対しては行っていな

い。 

現状のアンケート結果

の改善は、講師に対して、

学校理念や目標をさらに

共有していただくことが

大切であるので、学校全

体の講師会や専攻別の講

師会等を定期的に行い、

徹底的に意識の改革を行

っていく。 
また、アンケート結果

を非常勤講師と共有する

だけでなく、改善するま

で担当教務が責任をもっ

て連携していく。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

滋慶学園グループのミッション「職業人教育を通じて社会に貢献する」と建学の

理念（実学教育／人間教育／国際教育）を基礎とし、「業界と共に業界が求める

人材を育成する」ことを実施するため『産学連携教育』を実践している。また、

ディプロマポリシー（卒業認定等の方針）に到達するため、カリキュラムポリシ

ー・アドミッションポリシーを設定し、学科毎の修業年限に応じた教育到達レベ

ルを明確にしている。また年 2 回実施される教育課程編成委員会でいただいた意

見を反映するなど、評価も行い、次年度につなげている。 

学園全体で掲げる「今日も笑顔で挨拶を」基本としたコミュニケーション力など

の「人間教育」に努め、業界で必要となる実力をつける「実学教育」、多様性社

会における広い視野を磨く「国際教育」など、建学の理念を基に、職業人の育成・

キャリア教育に務めている。また、産学連携教育・企業プロジェクトを通して繰

り返し実践的に行われるプレゼンテーションの場は、「コミュニケーション力」

を中心とした実践となっており、教育成果を業界・企業から直接、評価・フィー

ドバックいただく機会になっている。 
 
   
 最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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3-10 （1/1） 
3-10 成績評価・単位認定等 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-10-1 成績評価・

修了認定基準を

明確化し、適切に

運用しているか 

□成績評価の基準について、

学則等に規定するなど明確

にし、かつ、学生等に明示し

ているか 
□成績評価の基準を適切に

運用するため、会議等を開く

など客観性・統一性の確保に

取組んでいるか 
□入学前の履修、他の教育機

関の履修の認定について、学

則等に規定し、適切に運用し

ているか 

 
 
 
 
 
 
4 

成績評価の基準は、学生

便覧に明記されており、

入学時オリエンテーショ

ンにおいても説明してい

る。 
成績評価基準は、定期

開催の講師会にて伝達さ

れ、講師によってぶれる

ことなく、すべて同じ基

準で評価を行っている。  

他の教育機関の履修の

認定は、履修内容を確認

し適切に対応している。 

演習を中心とした授業

において作品のクオリテ

ィをどう評価していくか

は難しい部分がある。  
数値化した評価ができ

ないために、一人ひとり

の成長度合いや業界水準

を見据えた評価、出席率、

作品提出、授業態度など

総合的な評価を行わざる

を得ない。 

明確な数値（出席率、課

題提出数など）による評

価のほか、創造力やマネ

ジメント力なども、到達

目標を基準に軸を設定

し、評価を行う。進級判

定・卒業判定については、

学校長、教務スタッフが

参加した会議を設置し、

複数による客観的な評価

を行う。 

学生便覧 
教育指導要領 

3-10-2  作品及び

技術等の発表に

おける成果を把

握しているか 

□在校生のコンテスト参加

における受賞状況、研究業績

等を把握しているか 

 
 
３ 

学校外でのコンテスト等

の参加に関しては報告書の

フォーマットがあり、結果

の報告も行われている。 

学校が関連するもの、紹

介したもの以外の、個人で

応募したもの、受賞に関し

て把握できていない可能性

がある。 

個人的なコンテスト参加

に関しては、取り組みのレ

ポートや結果を提出するこ

とで単位に繋がる事を明示

し、把握に繋げる。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

成績評価や進級・卒業認定基準は学則、試験規程等で明確に決められており、

それを 学生便覧及び教育指導要領に記載して、学生、教職員、講師に周知徹

底し ている。ＧＰＡ制度（ Grade Point Average ）も導入している。そし

て、進級判定会議や卒業判定会議を通して、適切に運営されている。 

成績評価は、授業課題やテスト等による点数評価に加え、出席に関しても基

準を設けてそれらは学生や講師に対し周知されている。 
また、滋慶学園 JESC における研究や作品の評価を行い、各企業プロジェクトに

ついても、業界企業からの評価をいただき、個のスキルアップ・技術研鑽に活か

している。 
 

 
3-11 （1/1） 最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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3-11 資格・免許取得の指導体制 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-11-1 目標とす

る資格・免許は、

教育課程上で、明

確に位置づけて

いるか 

□取得目標としている資

格・免許の内容・取得の意

義について明確にしている

か 

□資格・免許の取得に関連
する授業科目、特別講座の
開設等について明確にして
いるか 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
４ 

クリエーティブ業界・

IT 業界は、資格取得が必

須ではないが、資格・検定

の有無が就職に有利に働

く場合もあり、必要な資

格や業界特性の強い資格

は授業を開講している。

また、自己の成長やスキ

ル確認のためなどに資格

に取り組む姿勢も評価し

ている。 

IT 分野における資格の

査定は、企業によって異

なっており、専攻として

強化していくための見極

めも重要。また、オンライ

ンでの学びだけでなく、

対面での開講も模索す

る。新たな職業が生まれ、

新たな資格も誕生してお

り、就職を念頭に、精査が

必要となっている。 

授業で行う資格対策授

業については、合格率向

上のために対面での授業

ができる講師の開拓を進

める。また、入学前の説明

会や、新入生向けオリエ

ンテーションなどでも、

IT などの専攻では、資格

取得の就職における優位

性について、学生に認知

を進める。 

 

3-11-2 資格・免許

取得の指導体制

はあるか 

□資格・免許の取得につい

て、指導体制を整備してい

るか 
□不合格者及び卒後の指導

体制を整備しているか 

 
 
 
４ 

資格取得の中心になる

専攻では、特化した講師

や授業を設けている。ま

た、合格率 UPのために、

アカデミック認定校など

の手続きを行うことで、

受験回数を増やすなど、

配慮している。 

資格によっては、集中

講座のみになっているも

のもあり、時間数的に学

生の学習深度に合ってい

るかをもっと検証する必

要がある。 

対面での授業充実が最

優先。講師開拓を積極的

に行う。ホワイトハッカ

ー専攻では専門職の公務

員（技官）を目指す学生も

おり、公務員試験対策授

業なども選択制でじっし

できるようにする。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

クリエーティブ・IT 業界は、資格が必須ではないが、就職において有利に働く

ケースもあり、専門性の高い資格については、積極的に学べる環境を用意してい

る。また、これからの社会で仕事するうえで、専攻関係なく、AI の基礎知識は

必要なため、Microsoft Azure AI Fundamentals 検定を実施している。 

社会で求められるコミュニケーション力を向上させるために、「JESC 認定コ

ミュニケーションスキルアップ検定」試験とその対策授業を実施している。 
 また、CEH（認定ホワイトハッカー）や AWS アカデミーなどの認定校と

して、専門性の高い資格・スキルについては、積極的に取り入れ、学生のス

キル向上に努めている。 
 
 

3-12 （1/2） 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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3-12 教員・教員組織 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-1 資格・要件

を備えた教員を

確保しているか 

□授業科目を担当するため、

教員に求める能力・資質等を

明確にしているか 
□授業科目を担当するため、

教員に求める必要な資格等

を明示し、確認しているか 
□教員の知識・技術・技能レ

ベルは、関連業界等のレベル

に適合しているか 
□教員採用等人材確保にお

いて、関連業界と連携してい

るか 
□教員の採用計画・配置計画

を定めているか 
□専任・兼任（非常勤）、年齢

構成、男女比など教員構成を

明示しているか 
□教員の募集、採用手続、昇

格措置等について規程等で

明確に定めているか 
□教員一人当たりの授業時

数、学生数等を把握している

か 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

本校の理念、教育目標等

を充分理解し、専門性と

人間性を兼ね備えた人材

を教職員・非常勤講師と

して確保している。 

非常勤講師は「現役のプ

ロであること」「本業で生

計を立てていること」な

ど産学連携を担う人材と

して適切であることを採

用・選考の条件としてい

る。人材確保においては、

通常募集だけではなく、

関係業界の協力のもと人

材を確保し、配置人数等、

毎年カリキュラムととも

に見直し、計画を立てて

実行している。業界で活

躍している卒業生も採用

している。 

常勤の教職員に関して

は、募集、採用、昇格等は

就業規則で定められてお

り、明確にされている。 

教員それぞれの授業時

間数や学生数は、管理、把

握できている。 

業界の最前線で活躍す

る講師を地方で確保する

ことの難しさは常にある

が、福岡県内においても、

まだまだ開拓できていな

い。教職員が積極的に活

動することが必要。 

今後も最新の技術や情

報を学生に提供するため

に、定期的に講師開拓が

必要。 

ただし、優秀な人材の

採用は地域に関係なく困

難であり、クリエーティ

ブ・テクノロジー業界の

経歴、実績や作品を通じ

て評価できる高い専門性

を持つ人物、教授力があ

り人間性が高い人物を採

用することは、非常に難

しい。 

 

地元業界との連携強

化、姉妹校ネットワーク、

オンラインを併用した教

育、非常勤講師の育成な

ど、複数のチャレンジを

併用して、高いクオリテ

ィの講師確保を行う。 

 

教員採用の判断基準に

関しては、経歴と実績が

判断材料になるが、採用

時の面接や採用後も、人

間性の部分も含めてチェ

ック体制とコミュニケー

ションが必要となる。 

 

 毎年講師の経歴を提出

してもらい、現状の仕事

の評価を行うとともに、

技術力の確認を行ってい

く。 

 

 
 

3-12 （2/2） 



２４ 
 

 

 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-2  教員の資

質向上への取組

みを行っている

か 

□教員の専門性、教授力を把

握・評価しているか 

□教員の資質向上のための研

修計画を定め、適切に運用し

ているか 

□関連業界等との連携による

教員の研修・研究に取組んで

いるか 

□教員の研究活動・自己啓発

への支援など教員のキャリア

開発を支援しているか 

 
 
 
 
 
３ 
 

授業を行う非常勤講師に

は、教授力に加え、マイン

ド、コミュニケーション

等、目標達成にむけ、様々

なことを授業アンケート通

して把握している。講師研

修会を年度開始前と年度中

間に行っており、教職員に

対しては各種研修を行って

いる。 

業界のプロである非常勤

講師に対し、必要スキルの

習得のための指導・指示に

関して指導することは難し

い。特に現在の学生の特性

などを理解して授業を実施

してもらうことが難しい。

また、長年にわたり授業を

担当する非常勤講師も多

く、授業のマンネリ化は否

めない。 

 講師会において、学生の

特性などを共有し、講師に

も学んでもらうことの重要

性を伝える。 

また、新しい方や若い非常

勤講師も積極的に採用し、

学生の変化への対応も行っ

ていく。 

 

3-12-3  教員の組

織体制を整備し

ているか 

□分野毎に必要な教員体制を

整備しているか 

□教員組織における業務分

担・責任体制は、規程等で明確

に定めているか 

□学科毎に授業科目担当教員

間で連携・協力体制を構築し

ているか 

□授業内容・教育方法の改善

に関する組織的な取組がある

か 

□専任・兼任（非常勤）教員

間の連携・協力体制を構築し

ているか 

 
 
 
 
 
 
３ 

分野ごとに常勤の教職員

と非常勤講師が配置され、

業務分担は明確に分けられ

ている。教職員が各学科・

専攻の運営を行うのに対

し、非常勤講師は授業を担

当する。また、講師とは個

別の契約を締結すること

で、業務の範囲を明確化し

ている。また、講師会など

を定期的に開催し、連携体

制を作っている。 

常勤の教職員の人員は十

分でないため、非常勤講師

との協力体制が不十分な点

もある。また講師同志の意

見交換や目的の共有、カリ

キュラムの連携の機会が少

ない。 

全体の講師会（春と秋の

年 2 回）に加え、各分野ご

との講師会を開催し、講師

間の情報共有を行ってい

く。 

また、Teams チャットや

LINE の一斉送信など、教

職員から講師への情報発

信、相互の情報共有のため

にツールを活用する。 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
教職員の資質向上の取り組みとして、ＪＥＳＣ（滋慶教育科学研究所）主催のＦ
Ｄ（ファカルティディベロップメント）研修やカウンセリング研修を行っている。
学校長・副校長の監督のもと、教務部長を中心に学科長、主任及び各専攻一人以
上の責任者を配置している。 

業界の進化に伴い新しい教育のために新規講師の採用に努めている。福岡という
地域的障壁のため、高度で専門性の高い技術が必要とされる授業を担う講師の獲
得は困難ではある。オンライン授業などで対応しているが、今後は、対面で同等
の授業ができる講師を獲得するため、地元企業との連携や講師の学びによる講師
育成など、新しい取り組みを積極的に行う必要がある。 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 



２５ 
 

 

基準４ 学修成果 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学修成果は、目標達成すなわち就職実績であると

考える。 

就職率（就職者/就職希望者）100％を学修成果の

最終目標に学校運営を行っており、3 月末現在の就

職率は 85.9％（昨年同月：87.8％）で推移している。 

就職未決定者については、担任、キャリアセンター

のサポートを受けながら就職活動継続中。 

 

早期内定獲者の多くは当初から主体的に活動し

ていた学生である。また、その背景に早期からの就

職イベント（スタートアップセミナー、学内合同・

単独企業説明会等）を実施で、多くのチャンスを提

供した結果が表れている。 

 

開校以来、就職率（就職者/就職希望者） 

100％を達成しているが、専門職就職率、対象率の向

上も課題として取り組んでいる。 

ただし、デビュー系の学生は、一般職に就きなが

ら活動を継続する者も多く、専門職就職率が 100％

に近づきがたい現状がある。 

 
 

さらに早期化している就職活動において、学内年

間就職イベントのスケジュールを見直すことが必

須である。良い人材を早期に確保しようとする企業

側の動きに対して、学生の意識はあまり変わらない

ため、こちらから仕掛けていく必要がある。就職さ

せることがゴールではなく、「好き」なことを仕事に

することを学生・教職員全員の共通のゴールと捉

え、ひとり一人のニーズに合わせた丁寧なサポート

を行っていきたい。 

就職対象者率向上においては、講師・担任と連携

し、学生の職業観を養っていく必要がある。第一専

門職を目指す一方で、志望職種を再検討する学生に

対しての、適切なタイミングでの面談、情報提供が

大切だと考える。担任同様、入学時からの学生の希

望、強み、適正などを知り、それぞれのニーズに合

わせた進路指導が必須である。 

 専門職就職に求められる作品力の向上、また「個」

をさらに磨き、人間力、コミュニケーション力を高

めるための授業外の活動の機会を積極的に設ける。 

 

就職希望者の就職率は毎年 100％を達成している

が、専門職就職率については、今年度は 57.2％。 

（昨年：63.5％）昨年に比べ、就職対象者率は向上

したが、一般職に就いた学生が増加したため、専門

職率の低下となった。 

ポートフォリオのクオリティが専門職就職率に

直結するため、卒業年次に対策を取っても手遅れで

ある。よって入学時からの就職活動を意識した教育

の質向上が重要。 

また、見せることに消極的な学生も多いため、積

極的に作品を見てもらう機会を増やす必要がある。

今年の 2月より、会社説明会だけではなく、作品審

査会も同時に実施する、単独企業説明会を開催。昨

年までの「合同企業説明会」（6月、10月開催）を、

「合同作品審査会」に変更し、作品を見てもらう機

会を増やす予定。 

 企業や業界の方との情報交換の場を増やし、求め

られる人材像や新卒採用スケジュールなどについ

ても細かくヒアリングしていく必要がある。 

資格の取得が就職やスキル向上の直結する IT 系

専攻も学生数も増。目指す業界に応じ、就職対策と

しての資格取得に柔軟に取り組んでいく。 

東京に集中している e-sports 系の求人情報につ

いても、姉妹校と連携し、希望する学生のために会

社説明会などの機会を設けていきたい。 

 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 花野 恭子 



２６ 
 

4-13 （1/1） 
4-13 就職率 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-13-1 就職率の

向上が図られて

いるか 

□就職率に関する目標設定

はあるか 

□学生の就職活動を把握し

ているか 

□専門分野と関連する業界

等への就職状況を把握して

いるか 

□関連する企業等と共催で

「就職セミナー」を行うな

ど、就職に関し関連業界等

と連携しているか 

□就職率等のデータについ

て適切に管理しているか 

 

 

 

 

 

３ 

卒業時までに希望者全員

就職決定を目標とし、職

業人教育を柱に、職業意

識を高め、就職率の向上

を図る取り組みを行って

いる。企業と連携し学内

就職イベントの合同企業

説明会（年 2回）、単独企

業説明会、学内選考会を

実施。 

また、就職活動状況や就

職数、就職率等を月毎で

管理、前年以前との状況

比較・向上を図っている。 

専門分野への就職率が 3

月末現在 57.2％（昨年：

63.5％）、就職対象率が

86.3％（昨年：66.4％）。

今年度は大幅に改善出

来たが、出口の多様化に

伴い、学生の希望に合わ

せたきめ細やかなサポ

ートが必要である。CRE

系だけではなく、IT系、

e-sports系分野と、領域

が拡大していくため、更

なる業界への広い展開

が必要。 

 

キャリア教育を前提に

入学当初よりキャリア

センターと教務が目標

設定から就職までを連

携し、ひとり一人の希望

に応じた進路指導をさ

らに徹底的に行う必要

がある。 

特に IT 系、ゲーム系の

学生においては、大学生

と同じスケジュール感

で就活を行っていくこ

とを周知していく。 

過去から現在までの 

就職状況表及び就職

活動状況表 

 

就職セミナー実施予

定表 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
3月末現在就職率 85.9％（昨年同月：87.8％）専門就職率 57.2％（昨年同月：

66.4%）で推移しているが、専門就職率向上と卒業年度生全体の就職率の向上を

目的としているため、キャリアセンターと教務が一体となり、業界から必要とさ

れる人材育成に力を入れている。 

全国から様々な分野の企業を学内に呼び込み、福岡 TECH の学生だけを対象に企

業説明会並びに、選考までを開催する合同企業説明会、単独企業説明会を実施。

年間来校企業数 180 社を目指して取り組むことで、さらなる就職支援を目指して

いく。また、今年は CRE 系の学生に対しては作品審査会を積極的に開催し、作品

力アップに注力していく。 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 花野 恭子 



２７ 
 

4-14 （1/1） 
4-14 資格・免許の取得率 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-14-1 資格・免許

の取得率の向上

が図られている

か 

□資格・免許取得率に関す
る目標設定はあるか 

□特別講座、セミナーの開

講等授業を補完する学習支

援の取組はあるか 

□合格実績、合格率、全国

水準との比較など行ってい

るか 

□指導方法と合格実績との

関連性を確認し、指導方法

の改善を行っているか 

 

 

 

 

３ 

 
 

クリエーティブ業界・IT

業界は、資格取得が必須

ではないが、資格・検定

の有無が就職に有利に働

く場合もあり、必要な資

格や業界特性の強い資格

は授業を開講している。 

また、合格率 UP のため

に、アカデミック認定校

などの手続きを行うこと

で、受験回数を増やすな

ど、配慮している。 

 

 

 

IT 分野における資格の

査定は、企業によって異

なっており、専攻として

強化していくための見

極めも重要。また、オン

ラインでの学びだけで

なく、対面での開講も模

索する。新たな職業が生

まれ、新たな資格も誕生

しており、就職を念頭

に、精査が必要となって

いる。 
 

授業で行う資格対策授

業については、合格率向

上のために対面での授

業ができる講師の開拓

を進める。 
ホワイトハッカー専攻

では専門職の公務員（技

官）を目指す学生もお

り、公務員試験対策授業

なども選択制でじっし

できるようにする。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

クリエーティブ・IT 業界は、資格が必須ではないが、就職において有利に働く

ケースもあり、専門性の高い資格については、積極的に学べる環境を用意してい

る。また、これからの社会で仕事するうえで、専攻関係なく、AI の基礎知識は

必要なため、Microsoft Azure AI Fundamentals 検定を実施している。 

社会で求められるコミュニケーション力を向上させるために、「JESC 認定コミ

ュニケーションスキルアップ検定」試験とその対策授業を実施している。 
また、CEH（認定ホワイトハッカー）や AWS アカデミーなどの認定校とし

て、専門性の高い資格・スキルについては、積極的に取り入れ、学生のスキ

ル向上に努めている。 

 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 花野 恭子 



２８ 
 

4-15 （1/1） 
4-15 卒業生の社会的評価 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-15-1 卒業生の社

会的評価を把握し

ているか 

□卒業生の就職先の企業・

施設・機関等を訪問するな

どして卒後の実態を調査

等で把握しているか 
 
□卒業生のコンテスト参

加における受賞状況、研究

業績等を把握しているか 

  

 

 

 

３ 

 

企業ヒアリング、企業訪

問により、卒業生の活躍

の情報収集を行ってい

る。 

また卒業生のコンテス

ト状況について、特にデ

ビュー情報は、各編集社

や担任との連携を持っ

て情報を収集している。 

 

新卒での就職先におい

ては、卒業生の動向を掴

みやすいが、中途退職を

した場合、再就職先が掴

みにくい。同様に卒業後

デビュー者も本人から

の申告に頼る部分もあ

る。分野によって把握度

が異なるため、卒業生の

動向を追えるシステム

構築が必要。 

 

定期的な企業ヒアリン

グや同窓会、卒業進級制

作展等イベントを用い、

また同窓会も活用し就

労状況の把握を行う。 

 

学校案内 

学校新聞 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業生・在校生の社会的活躍・評価は、本校の教育成果そのものであり、教

育成果は目標達成の努力の結果である。また、実績に関しては積極的に内外

に公開することにより、モチベーションの向上につなげている。ただし、著

作権が絡む作品制作が多いため、取り扱いについては充分に注意する必要が

あり、学外でのビジュアルを活用しての認知は、難しい側面もある。 

卒業生は様々な分野で活躍しており、表面的に目立った活躍だけでなく、地

道な活動で業界を支えているような卒業生にもスポットを当てることによ

り、クリエーティブ業界の魅力を伝えていきたい。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 花野 恭子 



２９ 
 

基準５ 学生支援 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生全員が「できなかったこと」が「できる」ように

なり、全員が就職して卒業し、社会へと送り出すこと

が学校の目的であり、中途退学者への対応と就職支援

が最も大切なものと考えているが、昨年よりも増加し

ている。担任による一人ひとりの個別サポートのほか、

多くのシステムを用意している。例えば、就職支援・

住居環境支援・学費支援・メンタルを含めた健康サポ

ート等、学生支援体制などがあたる。就職ではキャリ

アセンターが個別指導から就職イベントまで総合的な

支援を行っている。学費支援では日本学生支援機構の

ほか、地方自治体奨学金や、銀行・信販系教育ローン

も案内できる体制を整え、専属の学費担当があらゆる

相談に応じられる体制を整えている。学生生活の相談

については各専攻の担任が相談窓口を担っているが、

内容に応じ JTSC による専門カウンセラーも対応し、

心身面での不安に寄り添っている。滋慶学園グループ

には、学生・教職員の健康管理面をサポートする「慶

生会クリニック」があり、健康診断から各学生の診察・

治療まで幅広く対応している。 

担任・講師・保護者・就職担当・業界・専門カウンセ

ラーなど、チームで学生の支援をする体制を充実して

いく。業界特性が異なる多分野であるため、各担任が

学生一人ひとりをしっかり理解する必要があるが、個

人で担うには限界があるため、チーム支援を最重要と

して取り組んでいく。 
各分野ごとに「学生支援ミーティング」を行い、一人

ひとりの学生の個性を理解し、支援計画を共有し、サ

ポートに努める。保護者との連携を深めるため「新入

生保護者会」を対面で開催し、保護者から学校へ気軽

に相談できる環境づくりを行う。教職員の研修・勉強

会を実施し、カウンセリングスキル向上・メンタルサ

ポートの基礎知識と JTSC の専門カウンセラーとの連

携強化、経済的サポート知識などスキルの向上に努め

る。就職支援に関しては、キャリアセンタースタッフ

が、個別相談に随時対応し、就職活動状況の把握を行

い適切なアドバイスを行っていく。学生寮とも連携を

密にし、学生生活の全てをサポートできるよう、環境

構築を行う。 

 
 
 
 

職業人教育を行う本校において、学生にとっての目標

達成は「就職」「デビュー」である。 
そのための支援は単に教育だけではなく、リアルタイ

ムな業界の情報提供とそのパイプ役となるべく、本校

では「キャリアセンター」「デビューセンター」という

専門部署を置き、専任スタッフを配置している。 
キャリアセンターは、現場でのインターンシップの指

導から、個別相談、就職支援イベントの開催、就職斡

旋等々、就職に関するあらゆる支援を行っている。ま

た、求人情報等を学生が自宅のパソコンでも閲覧でき

る就職支援システムを構築し、迅速な対応ができるよ

うにしている。 
デビューセンターは、業界への懸け橋として、作品制

作に関することから作品を業界に見てもらうための支

援まで行い、デビューにつながるチャンスを数多く提

供できる体制を構築している。 

 
 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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5-16 （1/1） 
5-16 就職等進路 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-16-1 就職等進

路に関する支援

組織体制を整備

しているか 

□就職など進路支援のため

の組織体制を整備している

か 
□担任教員と就職部門の連

携など学内における連携体

制を整備しているか 
□学生の就職活動の状況を

学内で共有しているか 
□関連する業界等と就職に

関する連携体制を構築して

いるか 
□就職説明会等を開催して

いるか 
□履歴書の書き方、面接の

受け方など具体的な就職指

導に関するセミナー・講座

を開講しているか 
□就職に関する個別の相談

に適切に応じているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

就職担当として、専任の

キャリアセンタースタッ

フを置き、担任、企業と

の連携を取りながら、就

職支援を行っている。就

職活動の状況は TEAMSを

活用し、リアルタイムで

進捗が確認できるように

している。 

就職活動のモチベーショ

ンを高めるため、企業と

連携し、就職セミナーや

学内合同企業説明会、単

独企業説明会を開催。 

キャリアセンタースタッ

フ、担任による就職対象

者に個別面談の実施し、

個々に応じたサポートを

行っている。 

就職イベントに対し、対

象学生の参加率が低く、

就職に対する意識付け

に課題があると考えて

いる。そのため、入学後

すぐのキャリア教育、ま

たは職業観を持つため

のイベント内容の変更

などを早期から展開し

ていく必要がある。 

企業との接点は今後も

増やしていく予定では

あるが、まずは学生自身

の自己分析、業界・企業

研究などを主体的に行

う仕組みづくり、また個

別相談をしやすい雰囲

気作りも必要である。 

既存のシステムがあま

り活用されていないた

め、リアルタイムで情報

を発信できる TEAMSを活

用している。 

受け身での体制に慣れ

ているため、能動的に参

加する就職イベント内

容に変更。やることが目

的ではなく、今の学生に

合わせた効果的な就職

イベント内容に変更が

必要である。 

講師、教務と連携し、チ

ームで就職も支援して

いく必要がある。 

保護者も巻き込んだ３

者での支援も必要。 

学生便覧 

就職者データ 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

専門分野での就職を第一に考え、就職の専門部署であるキャリアセンターを

設け、専門スタッフが個別指導から就職イベント開催まで、あらゆる就職支

援を行っている。しかしながら、学内就職システムの活用、認知が行き届い

ていない現状もある。学生にとって、効果的なツールの活用、情報発信を検

討していく必要がある。 

グループ独自の就職支援システムを運用しているが、学生には TEAMSをメイ

ン情報発信ツールとして活用している。コロナ禍で、オンライン開催を主流

としていた「合同企業説明会」「単独企業説明会」を対面での開催に変更。 

また、就職活動の早期化に合わせて、「単独企業説明会」「作品審査会」を前

倒しで適宜開催している。 

 
 

 
5-17 （1/1） 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 花野 恭子 
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5-17 中途退学への対応 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-17-1 退学率の

低減が図られて

いるか 

□中途退学の要因、傾向、
各学年における退学者数等
を把握しているか 

□指導経過記録を適切に保

存しているか 

□中途退学の低減に向けた

学内における連携体制はあ

るか 

□退学に結びつきやすい、

心理面、学習面での特別指

導体制はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

学生の現状を知る支援

会議を開催し、不安のあ

る学生の情報を教職員で

共有し連携して対策を行

っている。また、日頃の

学生対応やその結果など

は、デジタルで保存し、

学生対応に活かしてい

る。 
心理面では、外部カウ

ンセラーによる相談室を

用意している。 
学習面は特別補講等を

行う体制を作っている。 
担任以外でも対応でき

る体制を作っており、学

校の中で、学生が話しや

すい体制を作っている。 

学生支援のミーティ

ングが不定期となって

おり、効果的な学生サポ

ートの共有に至らなか

った。また新しいスタッ

フも多く、カウンセリン

グ力にも個人差がある

のが現状。昨年度は、退

学者が増加しており、原

因として、意欲低下、精

神疾患、経済的理由が

主。 
 

 学生支援ミーティング

を各分野ごとに毎月実施

し、教務部長が必ず同席し

て、どうすれば学生の夢を

叶えることが出来るか？

という視点で、教職員で話

し合い、チーム支援を実行

していく。合理的配慮など

制度で守れる学生には、積

極的に話し合いを設ける。

授業内容の満足度を上げ

るため、カリキュラムの見

直し、講師との連携のほ

か、キャリア意識の授業や

特別講義によるキャリア

教育など、新しい取り組み

も実践していく。 

過去 3 年の DO 率表 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

2023年度は教務対象の研修会を11月と12月に実施。また「学生サポート勉
強会」「事例検討会」などを実施したが、昨年対比で増加。2024年度は、
学生サポート年間計画を作成し、毎月分野ごとに学生支援ミーティングを
行い、より充実した学生対応を行う。 

早期からのキャリア意識や一人ひとりを見る個別対応い注力していく。精神
疾患、学費問題、授業満足度の低下、目的意識欠如、専門知識の習得の困難
などが主な理由と考えられるが、カリキュラムの改善や新しい講師の採用、
グローバル企業とのプロジェクトなど、学生自身が「もっと学びたい」と主
体的に楽手に取り組む工夫を実践していく。 

 
 最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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5-18 （1/2） 
5-18 学生相談 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-18-1 学生相談

に関する体制を

整備しているか 

□専任カウンセラーの配置

等相談に関する組織体制を

整備しているか 

□相談室の設置など相談に

関する環境整備を行ってい

るか 

□学生に対して、相談室の

利用に関する案内を行って

いるか 

□相談記録を適切に保存し

ているか 

□関連医療機関等との連携

はあるか 

□卒業生からの相談につい

て、適切に対応しているか 

 
 
 
 
 
 

 
４ 

学生相談室（滋慶トータ

ルサポートセンター）を設

置し、専属カウンセラーが

学生の悩みや相談を受け

付け対応する体制を整え

ており、学生に対して案内

を行っている。 
相談内容は保管されて

おり、状態に応じて、担任、

提携医療機関（慶生会クリ

ニック）と連携をとってい

る。合理的配慮も行ってい

る。 
卒業生の就職・転職相

談・再入学などの相談にも

対応している。 

専任カウンセラーとの

連携体制ができた学生

は、サポート面の拡充が

図ることができている

が、カウンセラーとの面

談そのものも拒否し引き

こもるような状況に学生

がおり連携ができない学

生もいる。 
 ただし、何故カウンセラ

ーとの連携が必要かの意

識や、学生本人への説明

するスキルが教職員に足

りていない。なお、紹介し

た後のフォローについて

も、学びが必要。 

本校は担任制を敷いてお

り、各専攻で学生はもちろ

ん、保護者からの相談にも

対応できる体制を取って

いる。ゆえに、学生とのコ

ミュニケーションを強化

し、抱えている問題を、教

職員（学校）・講師・保護

者によるチーム支援でサ

ポートしていく。また、入

学前の情報を学生カルテ

システムに登録し、学生と

の面談に活かし、JTSC
（カウンセラー）との連携

にも活用していく。 
 

 

学生相談室紹介チラシ 
SSC アクセスカード 

5-18-2 留学生に

対する相談体制

を整備している

か 

□留学生の相談等に対応す

る担当の教職員を配置して

いるか 

□留学生に対して在籍管理

等生活指導を適切に行って

いるか 

□留学生に対し、就職・進

学等卒業後の進路に関する

指導・支援を適切に行って

いるか 

□留学生に関する指導記録
を適切に保存しているか 

 

 
 
 
 
 
 
４ 

学校に留学生対応の

担当スタッフを置き、

在籍管理やビザの更新

等や生活のサポートを

行っている。 
また、滋慶学園福岡と

しても統括するスタッ

フを置いている。担任

と就職担当が、就職や

進学御指導を適切に指

導・支援を行っている。 

学校の担当スタッフ

は、事務的な手続きの相

談が中心で、マインド面

でのサポートは担任に

なっている。 

留学生担当スタッフ

が、担任以外にも定期的

に面談を行い。学園全体

の留学生サポートの部

署とも連携を図ってい

く。 
滋慶トータルサポー

トセンターを留学生に

もさらに活用するよう

にサポートしてゆく。     
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5-18 （2/2） 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

担任制により、学生一人ひとりの「困りごと」にしっかり耳を傾けている。

また保護者からの相談にも迅速に対応できる体制を取っている。学生の心理

的な問題などについては、滋慶ﾄｰﾀﾙｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ（JTSC）の専属の 

カウンセラーが悩みや相談の対応をする体制も整えている。留学生に対して

は、担当を設け、在籍管理や生活指導を行っている。 

SSCは、平成 24年度から滋慶学園福岡 7校統一で運営し、滋慶トータルサポ

ートセンター福岡として運営を行っている。ここは専用の場所を学校とは別

の場所に設け、相談しやすい環境を整えている。また自習スペースもここに

設けて、学校の校舎内に入れないような学生が、ここで学習することが出来

る環境を整えている。また本人および保護者からの要請により、合理的配慮

も行っている。 

 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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5-19 （1/2） 
5-19 学生生活 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-1 学生の経

済的側面に対す

る支援体制を整

備しているか 

□学校独自の奨学金制度を
整備しているか 
□大規模災害発生時及び家
計急変時等に対応する支援
制度を整備しているか 
□学費の減免、分割納付制
度を整備しているか 
□公的支援制度も含めた経
済的支援制度に関する相談
に適切に対応しているか 
□全ての経済的支援制度の
利用について学生・保護者
に十分情報提供しているか 
□全ての経済的支援制度の
利用について実績を把握し
ているか 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

日本学生支援機構の奨

学金の他、学費分納や延納

などの体制を整備してい

る。学内に学費担当者と奨

学金担当者を配置し、担任

との連携を図り学費で修

学をあきらめることのな

いようにサポーしている。

また経済的支援について

データの管理も実施。 

教職員向けの奨学金や

学費についての勉強会を

行い、学生サポートにつな

げている。 

奨学金口座からの学費

分納の引き落としをして

いないため、一部保護者

による使い込みによる学

費納入予定の破綻から退

学した学生もある。また

学生支援機構の奨学金な

ど、制度変更も多くあり、

対象となる学生のサポー

トが不足しないように工

夫が必要。 

奨学金担当者・学費担当

者を設置し学生にも周知

している。奨学金手続きに

ついては都度、説明会を開

催。情報は LINE などのメ

ッセージツールを活用し、

密に行っている。また担任

との連携も行い、学生の問

題をすぐに共有できる体

制を整えている。災害時対

策や家庭事情など様々な

要因による延納希望や分

納希望にも対応しており、

できるだけの経済的支援

を行っている。 

学費サポート資料 
・マネープラン研修配布

資料 
 

5-19-2 学生の健

康管理を行う体

制を整備してい

るか 

□学校保健計画を定めてい
るか 
□学校医を選任しているか 
□保健室を整備し専門職員
を配置しているか 
□定期健康診断を実施して
記録を保存しているか 
□有所見者の再健診につい
て適切に対応しているか 
□健康に関する啓発及び教
育を行っているか 
□心身の健康相談に対応す
る専門職員を配置している
か 
□近隣の医療機関との連携
はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

学園グループ内の慶生

会クリニック、滋慶トータ

ルサポートセンターとの

提携により、健康診断や日

常的な健康管理、保健室の

設置、健康診断の再検診対

応など、学生の健康管理体

制を整えている。 
心理面においても、専門

カウンセラーが常駐する

スチューデントサービス

センターを設置している。 

学生の健康診断の受診

や再診に臨まない学生が

おり、如何に受診率を上

げるかが重要。 
また、精神的なサポー

トを求める学生も増加し

ている。 

健康管理の重要性を説

くとともに、掲示板やホー

ムルームを通じての案内

の強化を図ることと、保護

者への協力を仰ぐ。 
心理的不安を持つ学生

や精神疾患を持つ学生に

ついては、カウンセラー、

担任、また保護者との連携

し、学生生活が円滑に望め

るよう対応している。 

・慶生会クリニック案内

パンフレット 
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5-19 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-3 学生寮の

設置など生活環

境支援体制を整

備しているか 

□遠隔地から就学する学

生のための寮を整備して

いるか 
□学生寮の管理体制、委

託業務、生活指導体制等

は明確になっているか 
□学生寮の数、利用人員、

充足状況は、明確になっ

ているか 

 
 
 
 
４ 

ジケイ・スペース株式

会社が運営する滋慶学

園の専用寮を設置して

いる。寮長・寮母が常駐

しており、学生指導を

はじめ、利用状況や充

足数などの情報も明確

になっている。 

費用面ではやや高額

である。利用者は満室

にならない。起立性障

害や LGBTQ、精神疾

患、など多様な学生が

入学して入り、学生寮

のスタッフにも基礎知

識が必要。 

学生ニーズにあった

専用学生寮のサービス

の選択制があっても良

い。入学者像の多様化

を踏まえた勉強会など

の実施も検討すべき。 

・寮案内冊子 
・メインパンフレット 

5-19-4 課外活動

に対する支援体

制を整備してい

るか 

□クラブ活動等の団体の

活動状況を把握している

か 
□大会への引率、補助金

の交付等具体的な支援を

行っているか 
□大会成績など実績を把

握しているか 

 
 
 
 
 
 
４ 

福岡の姉妹校合同で

クラブ活動に取り組ん

でおり、予算管理から

引率や大会への参加や

年間の成績管理などク

ラブ活動担当者により

行われている。 
学生からの発案の団

体が活発化している。 

部活動や、同好会、サ

ークル活動、学友会と

活発化して来た分、資

金、サポート、安全面な

どのチェック体制を強

化していく必要があ

る。 

 定期的に、顧問やス

タッフ間でミーティン

グをおこない、チェッ

クを行っていく。 

・クラブ活動紹介チラ     

シ 
・メインパンフレット 
・スクールライフ別冊 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

奨学金や学費などの経済的サポートはもちろん、付属の医療機関や専門カウンセ

ラーによる心身のサポート、九州各地からの進学者を受け入れる専用の学生寮な

ど住居や生活のサポートなど、支援体制を整えている。またクラブ・サークル活

動のほか、学園祭やスポーツ大会など学生生活の充実にも努めている。 

健康面をサポートする慶生会クリニックは、歯科、内科、の２科目の受診は学生

の自己負担無料のクリニックであり、カウンセラーによる支援体制も充実してい

る。また初めての一人暮らしの学生も多く、生活安全講習(悪徳商法・自転車ルー

ル・性犯罪・薬物など)を定期的に行い、意識向上を図っている。 

                            
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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5-20 （1/1） 
5-20 保護者との連携 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-20-1 保護者と

の連携体制を構

築しているか 

□保護者会の開催等、学校

の教育活動に関する情報提

供を適切に行っているか 
□個人面談等の機会を保護

者に提供し、面談記録を適

切に保存しているか 
□学力不足、心理面等の問

題解決にあたって、保護者

と適切に連携しているか 
□緊急時の連絡体制を確保

しているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

新入生の保護者対象の

保護者会や個別面談会を

専攻ごとに実施し、また全

員の保護者に電話にてコ

ミュニケーションを実施。

情報提供と学生の状況報

告と就職への対策等を伝

えている。対面・オンライ

ンで行っている。学生との

面談記録は、担任がシステ

ムに蓄積しており、必要に

応じて保護者に連絡、連携

をとっている。 
緊急連絡先は、学籍簿に

記載され連絡体制を整え

ている。 
学校から保護者へ LINE

などに直接届く連絡シス

テムを導入している。 

学校全体としての保護

者会で「学校としての人

材育成の考え方」や「チー

ム支援の協力のお願い」

「サポート体制の紹介」

などを行う機会が少ない

ため、保護者にとって学

校の事を深く認知いただ

くことが出来ていない。

また、問題を抱えた学生

の面談が中心となってお

り、表面化しない学生の

面談やその保護者との連

携は足りていない。密に

情報発信し、学校に興味

を持ってもらえるように

する工夫が必要。 
 

 新入生向け保護者会を

実施し、学校が目指す人材

育成の在り方、学生へのサ

ポート、就職のためのサポ

ート、心身のサポート、経

済的サポートなどの学校

の取り組みを認知してい

ただき、チーム支援の協力

を仰ぐ。 
学生支援については、心

身面・学力面の現状を把握

する学生面談計画を立て、

実行していく。さらにその

結果については、保護者や

講師とも共有し、チームで

学生を後押ししていく。 

保護者へのお知らせ一

式 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

新入生には、全員の保護者に連絡を取り、対面または電話などにて個別面談を実

施。学校生活の状況や就職活動の支援方法について伝え、家庭との連携を深めて

いる。面談記録は、担任が記録をとっており、必要に応じて保護者に連絡、連携

をとっている。緊急連絡先は、学籍簿に記載され連絡体制を整えている。 

担任を中心に、個別に保護者との連携を行う環境を作っている。 

一方で、新入生保護者を集めた保護者会や就活に臨む保護者を集めた保護者会が

開催出来ていないため、今年度は対面で開催することで、より保護者との連携、

学生のチーム支援の強化を図っていきたい。 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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5-21 （1/2） 
5-21 卒業生・社会人 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-21-1 卒業生へ

の支援体制を整

備しているか 

□同窓会を組織し、活動状

況を把握しているか 

□再就職、キャリアアップ

等について卒後の相談に適

切に対応しているか 

□卒業後のキャリアアップ

のための講座等を開講して

いるか 

□卒業後の研究活動に対す

る支援を行っているか 

 
 
 
 
 
３ 

同窓会を組織し、卒業生

の動向や業界の情報収集

と卒業生サポートのため

に同窓会総会を開催して

いる。卒後の就職やデビュ

ー活動の支援は行ってい

るが、キャリアアップ講座

等は実施していない。 
デビューサポートに関

しては、卒業生へデビュー

バンクへの登録案内を促

し、卒業後のデビュー活動

の支援を行っている。 

コロナ禍において、同窓

会総会を開催しなかった

こともあり、昨年度も開

催できていなかった。卒

業生への支援が出来てい

ない現状がある。 

同窓会総会の開催やセ

ミナーの紹介などを実施。

一方で、卒業生による非常

勤講師の採用や特別講義

の開催なども実施できて

おり、これまでより密に卒

業生との連携を検討して

いく。 

 同窓会名簿 

5-21-2 産学連携

による卒業後の

再教育プログラ

ムの開発・実施に

取組んでいるか 
  

□関連業界・職能団体等と

再教育プログラムについて

共同開発等を行っているか 

□学会・研究会活動におい

て、関連業界等と連携・協

力を行っているか 

 
 
 
２ 

関連業界・職能団体等

と再教育プログラムにつ

いて共同開発等は特に行

っていない。 

クリエーティブ業界は、

卒業後は現場での経験力を

問われるために、業界に向

けての再教育は行うことは

行っていないが、将来の方

向性を変えた卒業生に対し

ての支援は必要かもしれな

い。 

 同窓会組織等を通して、

再教育プログラムの必要

性を問い、必要であればど

のようなスキルが必要か

を調査したうえで、姉妹校

と連携をとり対応を行っ

ていく。 
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5-21-3 社会人の

ニーズを踏まえ

た教育環境を整

備しているか 

□社会人経験者の入学に際

し、入学前の履修に関する取

扱いを学則等に定め、適切に

認定しているか 

□社会人学生に配慮し、長期

履修制度等を導入している

か 

□図書室、実習室等の利用に

おいて、社会人学生に対し配

慮しているか 

□社会人学生等に対し、就職

等進路相談において個別相

談を実施しているか 

 

 

 
 
 
 
 
 
３ 

社会人の入学者に対し

ての履修に関する取扱い

は特に学則等に記してい

ないが、社会人経験者など

のリスキリングとしての

入学はある。学校施設の利

用は他学生と同様。就職に

関するサポートは通常学

生と同様に、専属のスタッ

フがサポートしている。 

本校は昼間の学校のた

め、就労しながら学ぶカ

リキュラムは実施してい

ない。社会人および大学

等の卒業後の学びなおし

としての入学者はいる

が、多数ではない。 

 リカレント教育制度の

導入について検討するが、

教室利用状況や講師、教職

員の人員や働き方などの

要因から、実施が難しいの

が現状。 

 

5-21 （2/2） 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業生が各業界で活躍しており、本年より IT 分野の卒業生も輩出し、卒業

生の卒後動向を把握できる体制が必要である。卒業生に対しての再教育プロ

グラムについては、同窓会組織などを活用した学びなどを検討できるが、実

施が難しいのが現状。異業種交流などの機会を作り、卒業後のスキルアップ

のための卒業生との交流などの試みを検討していきたい。 

卒業生に向けた取り組みが課題となっている。卒業後の関係構築を一から行

うことやシステム構築などが必要となる。一方で、卒業生が講師として戻っ

て来てくれているのが多くなっており、卒業生が教育の開発や産学連携の取

り組みに参加し、意見交換などを行っている。 
社会人向けリカレント教育については、現状の教室環境を鑑み、検討にとど

まる。のが現状。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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基準６ 教育環境 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

業界が求める人材を育成するため、業界水準の施

設・設備・環境を用意し、常に学生が利用できる機

材（ハード面・ソフト面）の提供を行っている。機

材・設備のメンテナンスも IT サポート企業と提携

し、必要に応じた整備がなされており、そのための

予算の確保も長期的な計画をたてて問題なく運営

されている。 
教室以外の共有部分についても改装を行い、快適

に学校生活が送ることができる環境を整えた。 
 また、安全面では外部委託企業による、警備や安

全管理を行い強化している。課題としては、校内は

多くの入口があり、死角にもなる場所があるので、

そこの安全性をさらに強化する必要がある。 
学外実習においては、業界が求める人材育成の観

点と就職活動の観点から重要と考えており、積極的

に実施している。特に、インターンシップ、海外研

修、企業との交流の機会等は現場での大切なキャリ

ア教育の場として捉えている。IT 業界においては就

職活動のためのインターンシップは必須となって

きており、企業との関係を深め、学校独自のものな

ど、積極的に企画している 
環境を安全・快適にするためにも、様々な災害を

想定した視点で、チェックをしていく必要がある。 

施設、設備を常に点検し関連部署と連携して、授

業運営、学校生活が快適になるように改善して行

く。教職員は、業界の現状を知ることのほか、講師・

学生の声にも耳を傾け、環境の改善に努めていく。

また制作系ソフトの Adobe 製品が自宅の PC でも安

価にインストール出来るようにするなど、学外でも

学習環境の向上にも配慮を行っていく。 

教育システムとして、インターンシップを中心と

した、学外活動を整備・実施しており、その教育的

な効果は確認できているが、更にその取り組みを教

科課程の中でどのような位置づけで捉えるかが重

要な為、成績評価の基準、目的、方法、単位認定の

方法などを、学生便覧に明示していくものとする。 

 

制作展など学校主催のイベントにおいて、企業と

の接点を設けるほか、外部イベントへの参加も奨励

し、昨年度も IT イベントで入賞するなど実績も増

えている。引き続き、学生が広い視野を持ってスキ

ル向上に取り組めるよう行っていく。 

 

防災に関しては、全学生を対象とした火災・地震

を想定とした訓練を開催する。災害を想定した水や

食料などの備蓄も行っている。 

学内には 500 台以上の PC を教室に設置し、各業

界の標準的なソフトだけでなく、専門性の高い物や

最新 Ver、また MR デバイスなど、業界以上の環境

を、常に学生が利用できる。学生は、休日や授業外

であっても、教室を利用することができ、オリジナ

ル作品の制作や課題などに取り組む環境ができて

いる。 

滋慶学園グループの関連企業のジケイ・スペース

株式会社は、学校施設の環境・衛生・点検・補修・

改修を担う企業であり、予算を含めて単年から中・

長期的な観点で学校のサポートを行っている。 

同じく関連企業の VISTA ARTSは、PC教室のハー

ド・ソフトの環境構築・管理・保守を行っており、

ネットワークやサーバなどのインフラの整備・運用

も担っており、充実した学習環境の提供に貢献して

いる。 

校外実習の一つである海外実学研修は、アメリカ

のロサンゼルスとサンフランシスコを研修地とし

て開催。海外の知見を知ることで、建学の理念でも

ある「国際教育」を提供している。 

インターンシップは単なる学習効果だけではな

く、就職活動の一環としても奨励しており、多くの

内定に繋がっている。 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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6-22 （1/2） 
6-22 施設・設備等 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-22-1  教育上の

必要性に十分対

応した施設・設

備・教育用具等を

整備しているか 

□施設・設備・機器類等は設置

基準、関係法令に適合し、か

つ、充実しているか 
□図書室、実習室など、学生の

学習支援のための施設を整備

しているか 
□図書室の図書は専門分野に

応じ充実しているか 
□学生の休憩・食事のための

スペースを確保しているか 
□施設・設備のバリアフリー

化に取組んでいるか 
□手洗い設備など学校施設内

の衛生管理を徹底しているか 
□卒業生に施設・設備を提供

しているか 
□施設・設備等の日常点検、定

期点検、補修等について適切

に対応しているか 
□施設・設備等の改築・改修・

更新計画を定め、適切に執行

しているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

毎年、教室環境・機材・ソ

フトの見直しを行ってお

り、PC 機材の買い替えや周

辺機器のスペック向上、ソ

フトのバージョンアップ、

e-sports アリーナの増設な

ど、新たな授業への対応も

含めた環境再構築を行っ

た。また図書室のみならず、

学生ラウンジ、各階のトイ

レ、廊下など、共有部分に

ついてもリニューアルを行

い、環境の向上に努めた。

また多目的トイレの明確化

など多様な学生に対応でき

よう実施している。衛生管

理や設備の点検補修は関連

企業や外部業者への委託な

どにより実施。事業計画で

改装、改修の計画も立てて

いる。 

授業の多様化、４年制専攻

の全学年充足に伴い、教室

の不足が顕著となりつつあ

る。普通教室を流用したノ

ート PC による授業など、

新たな検討が必要。 
建物が古いこともあり、と

ころどころに老朽化もあ

り、数年かけて改修し、改

善に努める。 
バリアフリーに関しては、

まだ校舎内の一部では整え

られていないので、改善が

必要である。 
 

教室環境は改修を行い改

善したが、第４校舎など、

今後も環境改善のための計

画を立てて、実施していく。 
教室の不足は貸出 PC の

用意なども検討し、限られ

たスペースの中で、少しで

も授業が快適になるよう、

リニューアルを行ってい

く。 
設備点検は、建物管理のジ

ケイスペース、機材管理の

VISTA ARTS と連携し、予

算を考慮した上で計画を立

て、特に施設の改修等は長

期的な視野で計画を立てな

がら行って行く。 
 
 

・事業計画書 
・学校パンフレッ

ト（設備記載） 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

施設設備は、業界の実情に合わせたものと、最新の機材を取り入れて、授業において学生

に充分に用意されており、不足があれば毎年の設備計画の中で充足が計られている。また、

設備点検や補修なども、サポート企業と密接に提携した上で、毎年必要に応じた整備がな

されており、そのための予算の確保も長期的な計画をたてて問題なく運営されている。 

500 台以上の PC を設置し、各業界・分野で必要なソフトウエアも常に最新となってい

る。一部老朽化していた教室や共有部分についても、改修・修繕を行い、より過ごしやす

い学校環境を整備している。なお、学内サポート企業の VISTA ARTS がハード・ソフト・

インフラの整備を担当し、トラブルや故障の対応も迅速に取り組んでいる。 
また Adobe 製品については、今年度より安価なアカデミア価格で学生個人の PC にイン

ストールできるようになり、学内外での環境整備も整えている。 
 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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6-23 （1/2） 
6-23 学外実習、インターンシップ等 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-23-1 学外実習、

インターンシッ

プ、海外研修等の

実施体制を整備

しているか 

□学外実習等について、意義

や教育課程上の位置づけを

明確にしているか 
□学外実習等について、実施

要綱・マニュアルを整備し、

適切に運用しているか 
□関連業界等との連携によ

る企業研修等を実施してい

るか 
□学外実習について、成績評

価基準を明確にしているか 
□学外実習等について実習

機関の指導者との連絡・協議

の機会を確保しているか 
□学外実習等の教育効果に

ついて確認しているか 
□学校行事の運営等に学生

を積極的に参画させている

か 
□卒業生・保護者・関連業界

等、また、学生の就職先に行

事の案内をしているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 

学外実習・業界研修先と

は連携をとり実施体制を

整えている。また JIKEI 
COMGameShow など学

園の実習などにも参加。海

外研修は、2023 年度より

再開。渡航先はアメリカ

で、e-sports分野は昨年 11
月、他分野は今年 2 月に実

施。その他、海外企業によ

る LIVE オンライン授業

「フューチャーテックプ

ログラム」など国際教育に

も注力している。インター

ンシップは、IT 分野にお

いて活発化しており、企業

と連携して実施している。 
校内行事には、運営のス

タッフとして学生が参加。

重要なキャリア教育の場

と位置づけ、学園祭や制作

展など多くで実施してい

る。 

海外研修の参加者が少

ない（昨年度参加 27 名）

ので、多くの学生が参加

できるよう、その意義や

目的、魅力や楽しさを伝

える工夫が必要。 
インターンシップは就

職に関わるものが多く、

企業と連携し、学生に告

知・参加を促す。特に IT
分野では積極的参加が奨

励されている。就職のイ

ンターシップは公欠とし

て、経験をレポート提出

を行う。最近は OneDay
インターンシップも多

く、こちらについては、単

位認定は行わない。 
保護者への就職関連情報

の発信は出来ていないた

め、今後、取り組みが必

要。 

海外研修参加について

は、ガイダンス参加を全員

必須として開催。昨年の体

験談など、楽しく学びの実

情を共有する。 
インターンシップの他、

企業が行うゼミなども行

い、通常の授業以外での学

び・経験の機会を設ける。 
学生本人の研修ノート

にプラスして、どのような

効果があったかを図れる

アンケートなどで、数値化

する。 
 保護者への就職情報の

発信を行い、チームでの学

生支援を行う。業界へは

IT や e-sports 業界など新

たな業界にも就職イベン

ト情報を広く発信、現在昨

年を大きく上回る問い合

わせをいただいている。 

サクセスブック 
海外研修資料 
業界研修ノート 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

海外研修が再開され、国際教育の機会の増えた。学外実習、インターンシップは企業

連携のもと、研修後の教育効果の確認も出来ている。就職に結びつくケースも多々あ

り、今後も拡充に努めていく。 

インターンシップは地元企業のみならず、滋慶学園のネットワークを活かし、東京や

関西など様々な地域の企業にご協力を頂いている。学生本人が自身のスキルをプレ

ゼンテーションする場となっており、また協力企業においても人材確保の機会とし

て捉えることで、多くの内定が生まれている。 
 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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6-24 （1/2） 
6-24 防災・安全管理 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-1 防災に対

する組織体制を

整備し、適切に運

用しているか 

□学校防災に関する計画、

消防計画や災害発生時にお

ける具体的行動のマニュア

ルを整備しているか 

□施設・建物・設備の耐震

化に対応しているか 

□防災・消防施設・設備の

整備及び保守点検は法令に

基づき行い、改善が必要な

場合は適切に対応している

か 

□防災（消防）訓練を定期
的に実施し、記録を保存し
ているか 

□備品の固定等転倒防止な

ど安全管理を徹底している

か 

□学生、教職員に防災教育・

研修を行っているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

組織などの構築を含

め、体制は整備されて

いる。防災の管理責任

者を選出し、責任者の

もとで、訓練の実施を

行っており、防災マニ

ュアルも学生、教職員、

講師に配布し携帯する

ようにしている。 
法令に基づき、設備点

検だけでなく、防災訓

練、教育を実施してい

る。 
防災の内容により、オ

リエンテーションやク

ラス単位で実施してい

る。 

同校舎内に、姉妹校

があるため、２校同時

全員で訓練を行うた

め、日程調整などを工

夫。また災害時の誘導

など、姉妹校との協力

が不可欠。 
 

学生の安全が第一で

あり、姉妹校とスケジ

ュールを調整し、両校

一緒の全学生対象の大

規模な避難訓練を実

施。万が一に備える行

動を、しっかり訓練し

ておく。 
関連企業ジケイスペ

ースと連携し、防災等

の施設の確認を法令順

守で実施。備品等の固

定などの点検も行う。 

防災訓練実施要項 
生活安全委員会議事録 
防災マニュアルブック 

6-24-2 学内にお

ける安全管理体

制を整備し、適切

に運用している

か  

□学校安全計画を策定して

いるか 

□学生の生命と学校財産を

加害者から守るための防犯

体制を整備し、適切に運用

しているか 

□授業中に発生した事故等

に関する対応マニュアルを

作成し、適切に運用してい

るか 

 
 
 
 
 
４ 

安全・防犯教育も関係各

所に依頼してオリエンテ

ーションに合わせて実施

している。 
 
警備員が常駐し、学内警

備を行っており、夜間も警

備システムが作動して万

一に状況に備えている。 

学生は、学校内での

危険以外にも、通学途

中での危険も含め、生

活先般の指導してく必

要がある。 

校内だけでなく、通学

途中での防犯も含めて、

安全対策教育を今以上

に行い、自分で身を守る

意識も植え付けていく。 
 

防災訓練実施要項 
生活安全講習実施要項 
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6-24 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-2 続き □薬品等の危険物の管理に
おいて、定期的にチェック
を行うなど適切に対応して
いるか 
□担当教員の明確化など学
外実習等の安全管理体制を
整備しているか 

 基本的に危険物は、学

校では扱っていない。 
校外学習の際は、都度

実施計画を作成し、安全

管理体制を整えている。 
常備薬においては、教

職員管理の元、学生が自

由に扱えないようにして

いる。 
 

危険物はないが、取

り扱う事が今後あった

ら、対策を実施しなけ

ればならない。 

今後、危険物を扱う

事があれば、取り使い

マニュアルを、機器を

使用する前には必ず目

を通すように徹底し、

そのことを文面にして

機器前に掲示してお

く。 

常備薬リスト 

 
 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

ガードマンが常駐し、人による館内警備と、各所防犯カメラの設置を行っ

ている。また、福岡県警察や行政、消費生活センターなどの専門機関と連携

をして、自転車安全講習、薬物乱用防止講習、悪徳商法被害防止講 習、女性

犯罪被害防止講習など様々な安全講習を実施している。また地震等の災害の

際に学生の安否を確認するシステムがあり、万一の災害に備えている。 
 

防災訓練は学内で行うだけでなく、福岡市と連携し近隣のコンベンションセン

ターでの実施や、警察・消防等の関係機関からの特別講習も行い、行動のみなら

ず、心構えの面でも多くの対策を実施した。今年度は FSM 校と同日に開催し、

より迅速に非難が完了できるよう訓練を実施する予定をしている。 
他に、学校には災害時に備えて、備蓄として保温具・飲料水・食糧等のサバイ

バルセットを保管している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 



４４ 
 

 

基準７ 学生の募集と受入れ 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
募集活動においては、早期化する高校生の進路選び

に対応する対策ができておらず、ガイダンスへの不

参加、WEB のみの広報戦略で、早期イベントの集

客に失敗。 
WEB 広告は春時点で成果が出ておらず、6 月に

広告費を上げるも、早期化する高校生の進路選びに

対応できず出願数字を大幅に落とす。 
さらに、来校した方からの出願率も低迷し、オー

プンキャンパス内での学校説明会や体験授業、スタ

ッフの対応などすべてにおいて見直す必要がある。 
入学の選考においては、学力審査ではなく、作文

と面接による目的意識の確認によって合否の判定

を行なうことで、入学前の能力ではなく、将来の職

業に向けての意欲ある学生を求める内容となって

いるとともに、本人の志向や資質を計ることができ

るものであり、入学後の授業編成にも、活かされて

いるものとなっている。ただ学力審査の点数によ

る、合否の判断ではないので、明確な選考基準とし

て明記できていないことが課題として挙げられる。 
学納金に関しては、最適な授業運営から、学校経

営を行なう上での、最適な金額を設定。学費サポー

トなどについても、早期に来校者へ案内している。

また入学辞退者への返金の規定を含め、3 年間・4 年

間の学納金は、入学前の時点で明記されており、経

済的な支援も用意されている。 
2023 年度は、早期広報が功を奏し、昨年同様定員

数を充足することができた。 

 
進路選びの早期化により、高校１・２年生の早期

種まきが数年後の募集にも影響するため、低学年の

ガイダンスへ積極的に参加し、WEB 広報・アナロ

グ広報どちらも怠らない。ガイダンスピーク時には

可能な限り参加し、直接接触できるガイダンスで直

接高校生に学校の魅力を伝え、来校に繋げる。 
高校 3年生の春から夏前までの早期来校が募集に

大きく影響するため、広告費を前倒しし早期動員に

注力する。 
出願率向上の為、来校者目線でのオープンキャン

パス運営を徹底し、受付～校舎見学～学校説明会～

体験授業～お見送りまですべて見直し。来校満足度

を重視した運営を行うことで出願率を向上させる。 
商品（学科・コース）の変化に伴い、ターゲット

となる入学希望者も異なってくるため、業界リサー

チ、マーケティングを行い、商品・教育のイノベー

ションを行う。 
入学選考においては、目的意識の高さが合否の判

定であることを明記し、オープンキャンパス等でも

周知徹底する。 
また、経済的な状況が急変した学生に対しての学費

サポートや、修学支援制度なども積極的に案内す

る。 

 
今年度も、6 月中旬に高等学校先生説明会を実施

予定。また、進路決定の大きな要因となる保護者へ

の理解を深めることが必須であり、保護者向けのイ

ベントの拡充も必須と思われる。 
出願方法は、総合型選抜（AO 入学）、指定校推薦、

高等学校推薦、一般入学、社会人入学の 5 種類を用

意し、合否の判定は書類選考を通しての作文による

目的意識の審査と面接試験による目的意識の審査

を行っている。 
入学時点で、卒業までに必要な学納金はすべて明

示しており、入学後に別途請求がないように心がけ

ている。また奨学金と教育ローンから分納案内まで

案内する事で、出来るだけ計画的な納入のお手伝い

が出来るように心がけている。 
また奨学金、修学支援新制度の利用率も高いた

め、早い段階より専門教員による説明会実施が必要

である。 
４年制希望者が増えていることを鑑み、2024 年

度募集より、4 年制、3 年制の定員数を変更。さら

に、質の高い教育内容にしていく必要があるととも

に、分かりやすい商品内容、また顧客が求める教育

内容、安心・安全の学生生活を教務と連携し、しっ

かりと伝えていく必要がある。 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 
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7-25 （1/2） 
7-25 学生募集活動 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-1 高等学校

等接続する教育

機関に対する情

報提供に取組ん

でいるか 

□高等学校等における進学

説明会に参加し教育活動等

の情報提供を行っているか 

□高等学校等の教職員に対

する入学説明会を実施して

いるか 

□教員又は保護者向けの

「学校案内」等を作成して

いるか 

 
 
 
４ 

幅広い地域での、進学

説明会を実施。 
昨年度に続き、対面で

高等学校の教員を招い

た学校説明会（滋慶学

園福岡合同）を開催す

る。また保護者向けの

学校案内企画も更に強

化していく。 

高校訪問が自校で積

極的にできていない。 

姉妹校合同で高校訪問

をしているが、業界の

変化や求められる人

材、大学と専門学校の

違いなど自校のスタッ

フでないと伝えること

ができない。 

ガイダンスで来校し

た際に、高校の先生へ

自校スタッフが直接就

職実績や業界の変化な

ど伝える。進路指導部

だけでなく、対象とな

る学科担当の教員へ在

校生情報などを丁寧に

報告する。 

・高等学校訪問記録 
・学校案内 
・保護者配布資料 
・体験授業配布資料 
・入学者パネル 

7-25-2 学生募集

を適切かつ効果

的に行っている

か 

□入学時期に照らし、適切

な時期に願書の受付を開始

しているか 

□専修学校団体が行う自主
規制に即した募集活動を行
っているか 
□志願者等からの入学相談
に適切に対応しているか 

□学校案内等において、特

徴ある教育活動、学修成果

等について正確に、分かり

やすく紹介しているか 

□広報活動・学生募集活動
において、情報管理等のチ
ェック体制を整備している
か 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
４ 

 

福岡県の専修学校各

種学校協会の規制に則

り、願書の受付時期な

どの募集活動は適切に

行なわれている。また

入学相談をはじめ、

様々な相談は、対面や

電話、SNS を通じて応

じる事ができている。 
また学習成果・就職成

果、や教育活動など

様々な情報をインター

ネットや配布物で提供

できており、情報管理

も充分にできている。 

協会の規定について

は常に関心を持ち、規

則に沿って活動を行な

うことが重要である。

また募集活動において

誇大広告にならないよ

うに注意を要してい

る。 
学校情報について

は、ＨＰやＳＮＳとも

に、適宜に情報のアッ

プデートを行い、最新

の状態にしている。 

協会で決定された事

項、変更になった情報

を姉妹校とともに共有

し、漏れがないように

している。 
業務システム、ガルー

ンなどを活用し、自校

の情報だけではなく、

姉妹校と高校関連の情

報を共有できるように

なっている。 
 

・募集要項 
・数字資料（AS システ

ム印刷資料） 
・体験授業配布資料 
・業務システム 

 



４６ 
 

 
7-25 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-2 続き □体験入学、オープンキャ

ンパスなどの実施におい

て、多くの参加機会の提供

や実施内容の工夫など行っ

ているか 

□志望者の状況に応じて多

様な試験・選考方法を取入

れているか 

 
 
 
 
４ 

日曜、祝日や長期休み

等には、体験授業、学校

説明会に取り組んでい

る。また総合型選抜、高

等学校推薦、指定校推

薦、一般入学、社会人入

学の 5 種類の出願方法

を用意している。 
 

来校者が将来の職業

観を持てる満足度の高

い体験授業を実施する

ことが重要である。高

校現場の進路指導状況

やスケジュールを把握

して、イベント企画を

実施する必要あり。 

業界で活躍する特別

講師を東京や海外から

も呼び、高校生へ最先

端の情報を提供し職業

観を発見する機会を定

期的に開催する。保護

者にも参加してもら

い、業界を知る機会に

する。 

・体験授業配布資料 
・DM 
・募集要項 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

募集活動においては、コンプライアンスに配慮した上で、情報提供から、オ

ープンキャンパス・説明会・体験授業などのイベントを用意している。また

配布資料も授業内容や学習成果、卒業生実績から学生生活なども、対象に応

じた資料提供となっており、工夫を凝らした上で、興味を引く効果的な内容

となっている。 

出願方法は、総合型選抜（AO 入学）、指定校推薦、高等学校推薦、一般入学、

社会人入学の 5 種類を用意。できるだけ多くの体験入学の機会を増やすこと

で、業界のことをより良く理解していただくことが、入学後の学習意欲に繋

がると考える。学費の相談も多いため、教育ローン・奨学金・修学支援新制

度の情報提供も積極的に行った。 
 
 
 最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 
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7-26 （1/2） 
7-26 入学選考 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-26-1 入学選考

基準を明確化し、

適切に運用して

いるか 

□入学選考基準、方法は、

規程等で明確に定めている

か 
□入学選考等は、規程等に

基づき適切に運用している

か 
□入学選考の公平性を確保

するための合否判定体制を

整備しているか 

 
 
 
 
４ 

選考の方法は募集要

項に明記しており、合

否判定基準は各専攻担

当教員による、将来の

職業意識の有無を判定

基準とするが、担当者

裁量を越える受験者は

局長判断の体制を引い

ている。 

筆記試験審査の点数

による、合否の判断で

はないので、明確な選

考基準として明記でき

ていないことが課題と

して挙げられる。 

合否判定の基準を再

度検証し、規定を設け

募集要項に明記してい

く事とする。 
また、今後行われる

高大接続改革に伴い、

入試改革に応じた表記

変更も合わせて行って

いく。 

 
・募集要項 
・ 願 書 処 理 の 流 れ  

（マニュアル資料） 

7-26-2 入学選考

に関する実績を

把握し、授業改善

等に活用してい

るか 

□学科毎の合格率・辞退率

などの現況を示すデータを

蓄積し、適切に管理してい

るか 

□学科毎の入学者の傾向に

ついて把握し、授業方法の

検討など適切に対応してい

るか 

□学科別応募者数・入学者
数の予測数値を算出してい
るか 
□財務等の計画数値と応募
者数の予測値等との整合性
を図っているか 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

毎年作成している事

業計画書は次年度から

5 年後までの入学者予

測を基に、収支予算の

計画から、専攻ごとの

教育計画を立てるな

ど、入学者見込み数は

非常に重要な数値とな

っている。そのために、

広報では毎週、資料請

求から入学者までのす

べての数字を分析し予

測数値を割り出し、目

標入学者の確保の為の

対策を計画している。 

入学者の傾向を把握

する事は、次年度の授

業運営の計画を立てる

際に重要な要素とな

る。そこで、入学選考の

作文で、将来の目標を

知る事や、面接試験で

の目的意識や意欲の有

無の情報を入学後の学

生対応に活かしていけ

るようにする事が重

要。昨今、入学後プログ

ラム系の授業に躓いて

いる学生も増えてい

る。 

入学選考のひとつであ

る作文の内容は、合否

の判断と共に、入学後

のクラス運営の資料と

する。ダブルメジャー

カリキュラムシステム

に関心を持つ受験者が

多く、入学後、ひとり一

人のゴール設定に活用

できる。 
入学後の学びの不安を

緩和するために、入学

前プレスクール実施

し、入学前の不安を軽

減する。 

・過去の専攻別出願者、

入学者データー印刷

資料。 
 
・業務システム画面印

刷資料 
 
・事業計画書（収支予算

書） 

 



４８ 
 

7-26 （2/2） 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

入学選考に関しては、募集要項に日時・選考方法など明示されており、その

情報どおりに、開催しており問題はなしと考える。また、合格者や辞退者な

どの数字の読み込みや、入学者の資質の把握は次年度学校運営に大切な数字

と捉えて、運営に活かしている。 

入学選考は、書類選考を通しての作文による目的意識の審査と面接試験によ

る目的意識の審査を行っている。職業意識を今後もてるかどうかが、合否に

おいて重要と捉えている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



４９ 
 

7-27 （1/1） 
7-27 学納金 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-27-1 経費内容

に対応し、学納金

を算定している

か 

□学納金の算定内容、決定

の過程を明確にしているか 

□学納金の水準を把握して

いるか 

□学納金等徴収する金額は
すべて明示しているか 

 

 

 

４ 

現下の経済状況や他

校水準を参考に、運営

上、適正な金額を定め

本部決済を経て決定し

ており、募集要項には、

3 年間・4 年間の学納金

のすべてを明示してい

る。 

現下の情勢を常に意

識し、運営上の無駄を

できるだけ省いて学納

金に反映できる事が望

ましい。 

職員全員で運営上の

無駄を省く努力をして

いく、特に光熱費削減

など学園グループ全体

で取り組んでいる。 
 

・募集要項 
 

7-27-2 入学辞退

者に対し、授業料

等について、適正

な取扱を行って

いるか 

□文部科学省通知の趣旨に

基づき、入学辞退者に対す

る授業料の返還の取扱いに

対して、募集要項等に明示

し、適切に取扱っているか 

 

 

４ 

最高裁判例に基づい

ての対応を募集要項に

明記し、入学金、選考料

の返還はないが、他学

費は 3月 31日までであ

れば返還している。 

全職員があいまいな

対応にならないよう

に、判例に沿って、適切

に処理することが重要 

職員すべてが共通認

識を持って対応できる

ように勉強会開催。 
学費担当、教務部長、

事務局長が常に情報交

換をし、不具合が生じ

た場合、敏速に対応し、

新しくルール化する体

制が整っている。 

 
・募集要項 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学納金は適正な金額と考えているが、毎年検証を重ね、支出の無駄も徹底的

に削除できるように努力している。また学費や入学金などの返還は法令や判

例に沿って、適切に処理されるべきものとして、募集要項に明示している。 

入学の時点で、卒業までに必要な学納金はすべて明示しており、入学後に別

途請求がないように心がけている。また奨学金と教育ローンから分納案内ま

で案内する事で、出来るだけ計画的な納入のお手伝いが出来るように心がけ

ている。 

 
 
 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



５０ 
 

 

基準８ 財 務 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
毎年 5 か年の事業計画を策定し、中長期の視点で

予算を立てている。 
また収入と支出のバランスは、理事会で毎年確認さ

れている。 
学園本部の機能として二重チェックの体制となっ

ており、学校の財務体制をしっかりと管理し、健全

な学校運営ができるような仕組みになっている。 
 
また、監査は私立学校法上義務付けられている

「監事監査」のほか、「公認会計士による監査」も受

けている。 
 
さらに、私立学校法に基づいた財務情報公開の体制

を、平成 17 年 4 月からとっている。 
※当校における情報開示の申請は、現状ではない。 

健全な学校運営を行うため、5 か年の事業計画、

収支予算は有効かつ重要な手段と考える。しかし近

年は環境の変化が激しく、正確な予算作成が難しく

なっている一面もある。 
責任者のみならず全ての教職員への周知徹底が

必要不可欠である。 
教職員に対するさらなる研修、勉強会について検討

し、進めていく必要がある。 

当法人の財務情報公開に関しては、下記の通りとな

っている。 
 
＜組織体制＞ 
 １．法人統括責任者 
 ２．学校統括責任者 
 ３．学校事務担当者 
 
＜公開資料＞ 
 １．財産目録 
 ２．貸借対照表 
 ３．収支計算書 
 ４．事業報告書 
 ５．監査報告書 
 
＜閲覧場所＞ 
 法人本部 
 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 
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8-28 （1/2） 
8-28 財務基盤 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-1 学校及び

法人運営の中長

期的な財務基盤

は安定している

か 

□応募者数・入学者数及び

定員充足率の推移を把握し

ているか 

□収入と支出はバランスが

とれているか 

□貸借対照表の翌年度繰越

収入超過額がマイナスにな

っている場合、それを解消

する計画を立てているか 

□消費収支計算書の当年度
消費収支超過額がマイナス
となっている場合、その原
因を正確に把握しているか 
□設備投資が過大になって
いないか 
□負債は返還可能の範囲で
妥当な数値となっているか 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
4 

毎年事業計画書を作

成し、5 か年の収支予算

を立てている。 
その中で入学者数、在

校生数、退学者等を勘

案して学費明細を作成

し、収入予算の推移を

把握している。 
また新学科構想、設備

について計画し、支出

予算を作成している。 
借入金等長期資金の

計画については、都道

府県の基準の範囲内で

計画・実行している。 
これらは理事会・評議

員会にて承認、報告が

なされている。 

2024年度の学生募集で

は、入学者数の減少に

伴い、改修工事や機材

の購入や 
など、支出内容につい

て精査する必要があ

る。 
また、予算については、

学内で極力見える化

し、学校教職員全体で

予算内に収める意識を

つけていく。 
 

研修、勉強会等を充実

させる必要があると考

える。 
また、新しいシステム

導入による、教室環境、

および機材の DX 化（ク

ラウド上での管理な

ど）による固定資産の

軽減も含め検討してい

く。 

 

8-28-2 学校及び

法人運営に係る

主要な財務数値

に関する財務分

析を行っている

か 

□最近 3 年間の収支状況

（消費収支・資金収支）に

よる財務分析を行っている

か 

□最近 3 年間の財産目録・

貸借対照表の数値による財

務分析を行っているか 

 

 
 
 
 
 
4 

キャッシュフローに

基づいた学校運営を重

視しており、経費予算

のみでなく施設設備支

出、借入金返済等を考

慮した資金収支の予算

も作成している。 
数値は3か月ごとに見

直している。 

評価及び見直しについ

て、数値の基準等明確

化されていない。 

分かりやすい基準等の

策定が必要と考える。 
 



５２ 
 

8-28 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-2 続き □最近 3 年間の設置基準等

に定める負債関係の割合推

移データによる償還計画を

策定しているか 

□キャッシュフローの状況

を示すデータはあるか 

□教育研究費比率、人件費

比率の数値は適切な数値に

なっているか 

□コスト管理を適切に行っ

ているか 

□収支の状況について自己

評価しているか 

□改善が必要な場合におい

て、今後の財務改善計画を

策定しているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
4 

算定し、学園本部によ

るチェックがあり適正

な予算管理がされてい

る。 

   

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

将来の安定した財務基盤が保てるよう、毎年 5 か年の予算を組んでいる。 
これにより中長期の視点で、予算を管理することができている。 
 

キャッシュフローを重視した運営をしている。 
また、単年度の予算を綿密に作成している。 
 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



５３ 
 

8-29 （1/1） 
8-29 予算・収支計画 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-29-1 教育目標

との整合性を図

り、単年度予算、

中期計画を策定

しているか 

□予算編成に際して、教育

目標、中期計画、事業計画

等と整合性を図っているか 
□予算の編成過程及び決定

過程は明確になっているか 

 
 
 
４ 

予算編成は、事業計画

作成の際の教育目標、

や実行計画などと同時

に策定しており、すべ

てが整合性を持って制

作し、本部承認を得て

いる。 

中期的な将来学生数

の見込み数予測が大切

であり、教育・就職・広

報などの関連部署との

調整を持った編成が必

要。 

予算の編成会議を持っ

て学校予算を立ててい

くこととする。 

・事業計画書 
・予算管理システム 

8-29-2 予算及び

計画に基づき、適

正に執行管理を

行っているか 

□予算の執行計画を策定し

ているか 

□予算と決算に大きな乖離

を生じていないか 

□予算超過が見込まれる場

合、適切に補正措置を行っ

ているか 

□予算規程、経理規程を整
備しているか 
□予算執行にあたってチェ
ック体制を整備するなど誤
りのない適切な会計処理行
っているか 

 
 
 
 
 
４ 

予算は、事業計画の時

点で、部署毎の予算か

ら、予算項目別に細か

く分類し、執行に関し

ても全て、局長承認や

金額によっては、本部

承認を得る流れとなっ

ている。また消化金額

は毎月の学内チェック

と、サポート企業によ

る 3 ヶ月ごとの修正と

評価を受ける。 

予算の執行及び管理

は問題なく行なわれて

いる。入学希望者の増

減に伴い、必要な機材、

設備を整備する必要が

ある。今年度は、 e-
sports の入学者が増え

たため、教室改修、ネッ

ト回線、新規 PC・機材

などの購入を実施し

た。 

不測の事態に備え、あ

る程度余裕を持った予

算計画が必要となる。

逆に、支出が減少した

項目について、しっか

りと精査し、極端な予

算執行状況にならない

よう、他の項目とのバ

ランスを見ながら全体

としての調整が必要。 

・講師料消化予定表 
・予算承認伝票 
・予算確認書 
・予算管理システム 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

予算の編成は、中・長期収入に応じたバランスで編成しており、整合性が図

られている、また執行においても、執行の規定を設けており、適正な執行が

なされており、予算項目ごとに予算が決められ、その項目予算が超過できな

い仕組みになっており、適切なチェック体制も整っている。 

予算執行において、1 万円以上の執行と日当が支給される出張はすべて、局

長の承認が必要。また、50 万円以上の執行は更に運営部長承認が必要となっ

ており、計画の時点で承認を得る事が必要となっている。 
予算項目ごとに予算が決まっており、その枠内での承認しか認められない仕

組みとなっている。 
 
 最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



５４ 
 

8-30 （1/1） 
8-30 監査 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-30-1 私立学校

法及び寄附行為

に基づき、適切に

監査を実施して

いるか 

□私立学校法及び寄附行為
に基づき、適切に監査を実
施しているか 
□監査報告書を作成し理事
会等で報告しているか 
□監事の監査に加えて、監
査法人による外部監査を実
施しているか 
□監査時における改善意見
について記録し、適切に対
応しているか 

 
 
 
 
4 

学校法人滋慶学園は

公認会計士による監査

と監事による監査を実

施し、その結果を監査

報告書に記載し、理事

会及び評議員会におい

てその報告をしてい

る。 

適正な計算書類の作

成は法人等の責任であ

り、それによって監査

も効率的に行うことが

できると考える。 
 

さらに効率的かつ有効

的な経理処理システム

を構築していかなけれ

ばならない。 
また法改正等に対応で

きる人材育成が必要。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

現在のところ、監査報告書は適正な計算書類を作成している旨の意見が述べ

られており、適正な計算書類を作成していると考える。 
監査を有効に実施してもらうために、証憑書類の整理、計算書類の整備、各

種財務書類の整理整頓に努めている。 

私立学校法上義務付けられている「監事による監査」を受けているが、それ

に加えて、補助金対象ではない当学校において「公認会計士による監査」も

受けている。これによって適正な計算書類の作成とその信頼性の確保に努力

している。また、今年度は監事監査を実施し、第三者から見える問題点の可

視化、業務改善の場となった。 
 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



５５ 
 

8-31 （1/1） 
8-31 財務情報の公開 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-31-1 私立学校

法に基づく財務

公開体制を整備

し、適切に運用し

ているか 

□財務公開規程を整備し、

適切に運用しているか 
□公開が義務づけられてい

る財務帳票、事業報告書を

作成しているか 
□財務公開の実績を記録し

ているか 
□公開方法についてホーム

ページに掲載するなど積極

的な公開に取組んでいるか 

 
 
 
 
 
4 

私立学校法に基づく

財務情報公開体制が整

備されている。また職

業実践専門課程におけ

る財務の情報公開に基

づいて適切に公開して

いる 

学校統括責任者のみ

ならず、全ての教職員

への周知徹底が必要不

可欠である。 

教職員に対するさらな

る研修が必要と考えて

いる。 

学校ホームページ 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

財務情報公開の体制整備はできている。 
学園の特徴は、法改正の変化に迅速に対応できる機動力である。 
今後ともどんな法改正にも迅速に対応していくと考えている。 

「財務情報公開規程」「情報公開マニュアル」によって、秩序整然たる順序に

基づいて情報公開に対処している点が特徴として挙げることができる。 
また、認定を受けた職業実践専門課程の財務情報公開を適切に行っている。 

 
                            
 
 
 
 
 
 
 

最終更新日付 20234 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



５６ 
 

基準９ 法令等の遵守 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 法令遵守については、滋慶学園グループ全体の方

針として掲げ、各校の教職員全員でその方針を理解

し、実行に努めている。法人理事会のもとに、コン

プライアンス委員会で学校運営が適切かどうかを

判断し、また学校運営（学科運営）が適切かどうか

は次の各調査等においてチェックできるようにし

ている。 
①学校法人調査②自己点検・自己評価③学校基礎調

査 
④専修学校各種学校調査 ⑤学校施設認定規則に

基づく報告等である。 
 また、個人情報保護の観点から個人情報保護委

員会を設置し、対策をとっている。教職員には教

育と研修を通じて周知徹底できている。学内のネ

ットワークに関しては、情報の漏洩が生じないよ

う、アクセス権の設定やグループ内サポート企業

のみでの使用措置をとっている。 
 法令や設置基準の遵守に対する方針は明文化し、

法令や設置基準の遵守に対応する体制作りは完全

に整備できており、さらに、学校評価に関しては、

「職業実践専門課程」の認定に際し、学校関係者評

価委員会の設置がなされており、適切に評価を受

け、また適切に情報公開もなされている。 
 

新入職スタッフも不定期で入職しているため、 
個人情報の取り扱いについては、新人育成教育の中

に必ず入れる必要がある。 
法人間でも最重要事項と捉えられており、スタッフ

一人ひとりの認識を高めていくため、年間を通して

複数回の研修が必要だと考える。 

法令や専修学校設置基準の遵守に対する方針は、

文章化し、法令や設置基準の遵守に対応する体制作

りを整備している。 
 教職員へは、法令や設置基準の遵守に関する教育

または研修を実施し、周知徹底を図っており、今後

も継続して行う。 
本校は、一般社団法人 日本プライバシー認証機構

「TRUST－e」の国際規定の認証を受けている。                         

また、職業実践専門課程の規定ならびに滋慶学園の

情報公開規定に則り、公開していき、情報公開の方

法は、ホームページへの掲載を通じて広く社会に公

開できている。                    

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



５７ 
 

9-32 （1/1） 
9-32 関係法令、設置基準等の遵守 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-32-1 法令や専

修学校設置基準

等を遵守し、適正

な学校運営を行

っているか 

□関係法令及び設置基準等

に基づき、学校運営を行う

とともに、必要な諸届等適

切に行っているか 
□学校運営に必要な規則・

規程等を整備し、適切に運

用しているか 
□セクシュアルハラスメン

ト等ハラスメント防止のた

めの方針を明確化し、防止

のための対応マニュアルを

策定して適切に運用してい

るか 
□教職員、学生に対し、コ

ンプライアンスに関する相

談受付窓口を設置している

か 
□教職員、学生に対し、法

令遵守に関する研修・教育

を行っているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
４ 
 

学内にコンプライアン

ス委員会を設置し、確実

な実践の推進にあたって

おり、行動規範・コンプ

ライアンス規定作成、抵

触事案への対応等々を行

う 
ハラスメント等防止の

為 、 学 生 相 談 窓 口

(JTSC)、および教職員相

談窓口（EAP）を設置し

ている。 
コンプライアンス委員

会が周知徹底のＰＲ、啓

蒙文書作成・配布を行う。 
学生便覧には毎年教育基

本法・学校教育法等を記

載し、常に意識を高める

ように工夫している。 
 

定期的な監事監査で、

コンプライアンスの実

施状況についても監査

を行っているが、グルー

プ内での監事監査の為、

形式的になり得ること

が考えられる。 
 

JTSC、EAP とは別に、

コンプライアンス相談

窓口の設置が必要であ

る。 

常任監査室の設置 
コンプライアンス相談

窓口の設置。 

学生便覧 

コンプライアンス規定 

広告倫理委員会組織図 

情報公開規定 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

「３つの教育理念」で「職業人教育を通じて社会に貢献する」ことの実現を目指

し、「４つの信頼」を獲得するためにもコンプライアンス推進を図っている。す

べての法令を遵守すると共に、社会規範を尊重し、高い倫理観に基づき、社会人

としての良識に従い、行動することが重要な社会的使命と認識し、実践する。 

法令や専修学校設置基準の遵守に対する方針は、文章化し、法令や設置基準の

遵守に対応する体制作りを整備している。 
 教職員へは、法令や設置基準の遵守に関する教育または研修を実施し、周知徹

底を図っており、今後も継続して行う。 

 
 最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



５８ 
 

9-33 （1/1） 
9-33 個人情報保護 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-33-1 学校が保

有する個人情報

保護に関する対

策を実施してい

るか 

□個人情報保護に関する取

扱方針・規程を定め、適切

に運用しているか 
□大量の個人データを蓄積

した電磁記録の取扱いに関

し、規程を定め、適切に運

用しているか 
□学校が開設したサイトの

運用にあたって、情報漏え

い等の防止策を講じている

か 
□学生・教職員に個人情報

管理に関する啓発及び教育

を実施しているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

外部企業との協力関

係を保ち、個人情報の

取り扱いやネットワー

ク情報に関しては、内

部からのアクセス権限

の制約から漏洩防止の

対策を講じている。 
また学生便覧や教育

指導要領で学生およ

び、教職員に徹底に加

え、朝礼などの時間を

通じ、研修を行うこと

も実施 
年に 1 回全スタッフ、

講師、学生に対して、IT
リテラシーテストを実

施。結果は責任者に通

達がある。 
 

パソコンを通じたネ

ットワークでの情報と

は別に、書類などによ

る、個人情報の管理は、

人の行動によるところ

が大きい為、教職員へ

の教育は行なっている

が、充分すぎるという

ことはない。 
また、個人情報は自

宅等では取り扱い禁止

のため、学校外からは

アクセス不可となって

いる。 

学内の個人情報保護

委員より、徹底した啓

発活動（朝礼・会議）を

行なう。 
専攻によっては、IT

リテラシーをより強化

するための教育内容が

必要とされる。 
今後、働き方も変化

していく上で、個人情

報の取り扱いの際の機

器、ソフト（アプリも含

む）、SNS、ネット環境

などの整備が急務であ

ると考える。 

学生便覧 
個人情報保護台帳 
学校 HP での認証ペー

ジ 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

個人情報保護委員会を設置し、対策をとっている。教職員には教育と研修を

通じて周知徹底できている。学内のネットワークに関しては、情報の漏洩が

生じないよう、アクセス権の設定やグループ内サポート企業のみでの使用措

置をとっている。 

本校は、一般社団法人 日本プライバシー認証機構「TRUST－e」の国際規

定の認証を受けている。 
全スタッフは CPA を受講しており、管理監督者である事務局長は CPO を受

講している。 

 
 最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



５９ 
 

9-34 （1/2） 
9-34 学校評価 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-34-1 自己評価

の実施体制を整

備し、評価を行っ

ているか 

□実施に関し、学則及び規
程等を整備し実施している
か 

□実施に係る組織体制を整

備し、毎年度定期的に全学

で取組んでいるか 

□評価結果に基づき、学校

改善に取組んでいるか 

 
 
 
４ 

毎年、組織において自

己評価を実施してい

る。そのための組織体

制を整えて、全学で取

り組んでいる。また次

年度に向けて改善を取

り組んでいる。 

今後の、職業実践専

門課程の認定の維持向

上のため、整備された

組織の基で、毎年度評

価を行なって改善を行

なっていく上で、適切

な規定の整備。 

本部を中心とした勉強

会を通して、組織規定

を整備したうえで適切

に評価を行ない、学校

改善を行なう。 
 

自己点検・自己評価報

告書 

9-34-2 自己評価

結果を公表して

いるか 

□評価結果を報告書に取り

まとめているか 

□評価結果をホームページ

に掲載するなど広く社会に

公表しているか 

 
 
 
 
４ 
 
 
 
 

今後、自己評価終了後

学校関係者評価委員会

での公表と意見を持っ

て、評価結果を公表し

ている 

学校関係者評価委員

会での評価終了後、即

座に公表できるよう

に、ホームページへア

ップしている。 
 

学校関係者評価委員会

での評価終了後、即座

に公表できるように、

ホームページへアップ

している。 

ホームページ 

9-34-3 学校関係

者評価の実施体

制を整備し評価

を行っているか 

□実施に関し、学則及び規

程等を整備し実施している

か 

□実施に際して組織体制を

整備し、実施しているか 

□設置課程・学科に関連業

界等から委員を適切に選任

しているか 

□評価結果に基づく学校改
善に取組んでいるか 

 
 
 
 
 
４ 

学校関係者評価委員

会を設置し、外部委員

を含め体制の構築がな

されている。 

評価委員の選出及び

認定において、学校関

係者評価による学校改

善の趣旨を理解してい

ただく事が重要 

評価委員の選出及び

認定において、学校関

係者評価による学校改

善の趣旨を理解してい

ただく事が重要 

委員会名簿 
就任承諾書 
委嘱状 
学校評価規定 



６０ 
 

9-34-4 学校関係

者評価結果を公

表しているか 

□評価結果を報告書に取り

まとめているか 

□評価結果をホームページ

に掲載するなど広く社会に

公表しているか 

 
 
４ 

ホームページを通じ

て適切に公開している 
 

評価委員会からの評

価に時間がかかる場合

がある。評価終了後、即

座に公表できるように

する。 

評価委員への協力体制

の強化。評価委員への

出席率向上のための取

り組みを実施。（電話等

で直接お願い、早期に

スケジュールを伝達）。 

ホームページ 
情報公開規定 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校関係者評価委員会を設置し適切に運用し、外部からの評価をうけ、内容

の公開もできている 
職業実践専門課程の認定を受け、今後さらに自己点検・自己評価から学校関

係者評価まで、適切に行なっていく 

  
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 



６１ 
 

9-35 （1/1） 
9-35 教育情報の公開 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-35-1 教育情報

に関する情報公

開を積極的に行

っているか 

□学校の概要、教育内容、

教職員等教育情報を積極的

に公開しているか 
□学生、保護者、関連業界

等広く社会に公開するため

の方法で公開しているか 

 
 
 
４ 

ホームページを中心

に学校の概要、目的、教

育成果だけでなく、よ

り詳しい教科内容まで

公開している 

より広く教育課程を

伝えて行くために、ホ

ームページ上にカリキ

ュラムの概要は掲載し

ているが、具体的なシ

ラバスおよびカリキュ

ラムの公開までを目指

す。 

専攻ごとのカリキュラ

ム、シラバスの公開を

ホームページで行なっ

ていく。 

ホームページ 
情報公開規定、 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

職業実践専門課程の認定に際し、教育情報は細かく情報公開されている。 職業実践専門課程の規定ならびに滋慶学園の情報公開規定に則り、公開して

いき、情報公開の方法は、ホームページへの掲載を通じて広く社会に公開で

きている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 山中 健二郎 
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基準１０ 社会貢献・地域貢献 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
滋慶学園グループの『職業人教育を通して社会

に貢献する』というミッションのもと、本校が行

うあらゆる活動は常に社会に貢献することを念

頭に置く。 
 
グループでは真の役割を果たすために、 

『4 つの信頼』を掲げるが、まさにここに挙がる

各方面からの信頼を得ることが、社会貢献に直結

すると考えており、運営に当たっている。 
 
また、建学の理念のひとつである、国際教育は、

グローバル人材の育成と共に、国際交流、留学生

育成をおこなうことでの社会貢献にも力を入れ

ており、今後は、留学生数や海外研修参加者など

育成人材の拡充に努めていく事も重要。 
 

地域貢献として、学生による高校生へのリテラシ

ー講座を開催したり、学生自身からボランティア

活動を行う意識が芽生え、地域貢献の一歩を踏み

出しているが、まだまだ、全体的な活動になって

いない。 

社会貢献における本校の課題としては、更に充実

した実績数を増加させていきたいと考えており、 
・ 高校支援対象校の増加 
・ 地域貢献事業の推進 
・ 留学生数の増加 
・ 海外実学研修参加者の増加 
・ ボランティア活動数の増加 
 
といった数値の増加を図るとともに、ボランティ

ア活動を正しく評価する規定(単位数など)を確立

させる。 

－4 つの信頼－ 
①学生・保護者からの信頼 
②高等学校からの信頼 
③産業界からの信頼 
④地域からの信頼 
 
 
業界が求める即戦力を身に付ける「企業プロジェ

クト」では、実践的にスキルを身に付け、マネジメ

ント力も磨く授業であり、株式会社明治様、キャノ

ン株式会社様、株式会社セガ様などの企業との取

り組み以外に、地元福岡の企業様や福岡市などの

行政ともプロジェクトを行い、また地域のイベン

トにも参加するなど、地域貢献もおこなっている。 
 
 
キャリア教育が重要視される中、高等学校をはじ

め、中学校・小学校からの協力依頼も年々増加傾向

にある。学内での実施が多い中、出張授業などの取

り組みや、高校生などを集めるハッカソンなどの

イベントの開催や協力など、様々な協力を行って

いる。 
 
 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 



６３ 
 

10-36 （1/2） 
10-36 社会貢献・地域貢献 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-1 学校の教

育資源を活用し

た社会貢献・地域

貢献を行ってい

るか 

□産・学・行政・地域等との連

携に関する方針・規程等を整

備しているか 

□企業や行政と連携した教育

プログラムの開発、共同研究

の実績はあるか 

□国の機関からの委託研究及

び雇用促進事業について積極

的に受託しているか 

□学校施設・設備等を地域・関

連業界等・卒業生等に開放し

ているか 

□高等学校等が行うキャリア

教育等の授業実施に教員等を

派遣するなど積極的に協力・

支援しているか 

□学校の実習施設等を活用し

高等学校の職業教育等の授業

実施に協力・支援しているか 

□地域の受講者等を対象とし

た「生涯学習講座」を開講して

いるか 

□環境問題など重要な社会問

題の解決に貢献するための活

動を行っているか 

□学生・教職員に対し、重要な

社会問題に対する問題意識の

醸成のための教育、研修に取

組んでいるか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

本校の建学の理念の目的

は、①業界の信頼②高校の信

頼③学生とご父母の信頼④

地域の方の信頼であり、この

考えは学生便覧をはじめ、配

布物に明記している。この考

えに沿って、高校に向けた授

業を開催したり、高校の先生

向けのセミナーを行うなど

している。また、産学連携「企

業プロジェクト」では、業界

企業のほか、福岡市など行政

からの依頼も実施している。 
「企業プロジェクト」は、 

教育のコンセプトである産

学連携教育を通して、企業が

求める作品を企業の指導を

受けながら制作提案するカ

リキュラムでありまさしく、

即戦力育成プログラムとな

っている。 
地域貢献に関しては、高校

での「SNS リテラシー講座」

や、高校生のeスポーツ大会、

地域の文化活動に参加、福岡

の自転車マナーのキャンペ

ーンに取り組んだりしてい

る。 
また、学友会活動で学校近

隣の清掃などを行い貢献し

ている。 

学校施設・設備等を学校

施設・設備等を卒業生が希

望する場合、開放している

が地域・関連業界等に関し

ては、十分に開放できてい

ない。 

 

地域の方々の信頼を得

るためには、何より学生

の育成が最も重要である

ため、キャリア教育の推

進を更に進めていくこと

が重要。 
 

制作展と同時会場・同

時開催で地域の学生や子

供たちのキャリア教育に

繋がる「職業体験セミナ

ー」を開催。昨年度は、総

来場者数 4585 名、職業体

験2890名の参加をいただ

き、盛況だった。このほ

か、地域に根付いたイベ

ントへの協力、低学年（小

中学生）に向けた、キャリ

ア教育の一環であるイベ

ントや実践授業の提案な

どを行う。 
学友会活動において、

学生発信の、貢献活動を

育てていく。 
 
地域からのクレームに呈

して、敏速に対応するこ

とが最も大切だと考え、

姉妹校と共に、学校周辺

の見回りなどを強化して

いる。 

・学生便覧 
・プロジェクト 300 

10-36 （2/2） 
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小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-2 国際交流

に取組んでいる

か  

□海外の教育機関との国際

交流の推進に関する方針を

定めているか 

□海外の教育機関と教職員

の人事交流・共同研究等を

行っているか 

□海外の教育機関と留学生

の受入れ、派遣、研修の実

施など交流を行っているか 
□留学生の受入れのため、
学修成果、教育目標を明確
化し、体系的な教育課程の
編成に取組んでいるか 
□海外教育機関との人事交

流、研修の実施など、国際

水準の教育力の確保に向け

取組んでいるか 

□留学生の受入れを促進す

るために学校が行う教育課

程、教育内容・方法等につ

いて国内外に積極的に情報

発信を行っているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 

建学の理念である国際教

育の一環として、海外の提

携教育機関との間で、相互

の学生研修や職員の人事交

流を行うなどグローバル人

材の育成に取り組んでい

る。海外研修は、2023 年度

より再開。渡航先はアメリ

カで、e-sports 分野は昨年

11 月、他分野は今年 2 月に

実施。海外提携教育機関で

の研修や特別講義を行って

いる。 
また、COM グループで

は、JIKEI 国際交流 COM
という、留学生の募集から

教育課程の編成支援や留学

生生活相談までを行う組織

を持ち、海外での留学生募

集活動や日本語学校訪問を

通しての、留学生の受け入

れにも力を入れている。 

海外実学研修を再開した

が、参加者が少なかったた

め、参加率向上のための工

夫が必要。 

海外研修参加について

は、ガイダンス参加を全員

必須として開催。昨年の体

験談など、楽しく学びの実

情を共有する。 
海外企業による LIVE オ

ンライン授業「フューチャ

ーテックプログラム」、海外

からのゲストによる特別漕

ぎなども実施し、国際教育

により注力していく。 
※昨 年実績 WhiteMoon 
Dreams の CEO JAY 氏

特別講義、アメリカ在住の

アニメーター中村氏の特別

講義、カナダ在住 CG クリ

エーター渡嘉敷氏特別講義

など。 

・滋慶学園グループ

パンフレット 
・留学生募集要項 
・海外実学研修案内 
・留学生向けホーム

ページ印刷資料 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本学園の「職業人教育を通して社会に貢献する」というミッションの基で、

社会貢献、地域貢献、また国際交流は成されている。留学生の受け入れも滋

慶国差交流 COM と連携し、積極的に受け入れを行っている。 

産学連携教育「企業プロジェクト」では、福岡市や福井県越前市などの行政

のほか、NEC との九州をより良くするための IT 提案など、社会貢献につな

がっている。海外実学研修は、2023 年度よりアメリカのロサンゼルスなどの

海外提携教育機関や協力企業の訪問など国際教育プログラムの一環として

実施。 
 

 最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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10-37 （1/1） 
10-37 ボランティア活動 
 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-37-1 学生のボ

ランティア活動

を奨励し、具体的

な活動支援を行

っているか 

□ボランティア活動など

社会活動について、学校

として積極的に奨励して

いるか 
□活動の窓口の設置な

ど、組織的な支援体制を

整備しているか 
□ボランティアの活動実

績を把握しているか 
□ボランティアの活動実

績を評価しているか 
□ボランティアの活動結

果を学内で共有している

か 

 
 
 
 
 
 
３ 

ボランティア活動は、

積極的な支援・奨励を

実施している。 
学生がボランティア

に取り組みたいという

思いを行動に移せるよ

う学生組織を設立。学

生のアイデアを形にす

るサポートを行ってい

る。 
 

まだまだ、実績が少

ない。 
まだ、一部の学生し

か活動できていない。 

地域社会に貢献する

ための企画を学校と学

生と一緒に考え取り組

んで行き、情報発信を

活発に行い、輪を広げ

ていく。 

・ホワイトハッカー専

攻『SNS リテラシー講

座』資料 
・がくちかProject計画

書 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生のボランティア活動を、人間教育さらにはキャリア教育として高い位置

づけとしながらも、まだ、社会的に十分と言えるものではない状況である。

職業人教育の中にボランティア精神もセットにした、学校教育にしていくこ

とがミッションになっている。 

学内での活動を中心に「がくちかプロジェクト」という学生主体の団体が活

動。近隣の清掃活動といったボランティアや、学生企画運営のイベント活動

などを、学校も支援している。 

 
 

 
 
 
 

最終更新日付 2024 年 6 月 10 日 記載責任者 大西 貫士 
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2023 年度重点目標達成についての自己評価 

2023年度重点目標 達成状況 今後の課題 
＜教務＞ 
1、 DO3％台(全体)にするために、担任の意識改革、DX を活かした

トータルのサポート体制を確立する。 
2、 学生満足度を上げるため、業界と情報交換を強化することで最

新のカリキュラムを提供する事と、学習者像を意識した魅力あ

る授業運営を確立する。 
3、 安心安全に学校生活を送ることができるよう、環境整備・授業イ

ンフラを整える。 
4、 教職員のカウンセリング力の向上、カウンセラーや保護者との

連携強化 
 
＜広報＞ 
1. 定員充足 100％募集（280 名）  

2024 年度募集より、4 年制定員→160 名、3 年制定員→120 名

に変更。 
2. 早期化する高校生の進路活動に合わせて、広報戦略も変更。さら

なる WEB 広報の強化を図る 
3. 入学前プレスクール、課題で入学前教育に力を入れ、入学前辞退

及び入学後 DO 対策を強化。 
 

 
＜就職・デビュー＞ 
1. 就職活動全般をキャリア教育の一環として有効に活用し、就労

意識向上を図りながら就職対象率 80％を達成 
2. 多様化する採用活動や業界の変化に合わせた、ソフト・ハード面

の柔軟な対策と今後に向けたノウハウの集約・蓄積強化 
3. 在校中デビューを目指し、SNS・Web 等で主体的なデビュー活

動に取り組める学生を育成する為、講師間の連携を強化し、セル

フプロデュース力と発信力を実践させる。 
 
＜全体＞ 
1. 安定経営の継続（予算を遵守） 
2. スタッフの DX 化推進、および業界の変化を知るため、また滋

慶マインドを浸透するための勉強会開催 
3. 一人ひとりをもっと大切にするスタッフ、組織 
4. SDGs に向けた、新規取り組み 

＜教務＞ 
1. DO は昨年対比で悪化（6.5％）しており、抱えている問題に対し、、

効果的な手段を講じていく必要がある。 
2. カリキュラムの充実を図るために、企業訪問やセミナーにスタッ

フが参加し、最新の情報を積極的に仕入れている。また、海外や

姉妹校と連携した継続的なグローバルな学びを提供。 
3. 学内の設備や機材に関して、日々学生が利用しやすくするため

に、協力企業と連携をとっている。学生の繋がりや主体性を意識

できる学生のサポートを積極的に行っている。 
4. 教職員向け勉強会を年間通じて開催。 

 
＜広報＞ 
1. 出願 231、入学 220、定員充足率 78.5%と大幅に数字を落とす結

果となった。来校者数と出願率を大幅に落とす結果となった。 
2. 早期化する進路選びの中で、早期集客に失敗する。ガイダンスの

繁忙期に積極的に参加せず、アナログ広報を怠る。 
3. 入学前プレスクールに 64 名が参加し、辞退なし。高校生の入学

前の不安を軽減し入学辞退を防ぐことができた。 
＜就職・デビュー＞ 
1. 就職対象者率 86.3％達成。各専攻、学生の課題点を明確にしなが

ら、最後まであきらめない気持ちで担任・キャリア一体となりサ

ポートを行った。 
2. 引き続きデジタル化、早期化が顕著に進む企業の採用動向に、学

校・学生ともに柔軟な対応で進路決定状況は順調に推移。 
3. WebTOON 企業等との連携強化による業界説明会・作品添削会・

ゼミを実施し、専門職就職・デビューに向けた視野・可能性を拡

げる。 
＜全体＞ 
1. 計画的に予算消化ができている 
2. ガルーンの導入に伴い、スタッフ間のコミュニケーションツール

をガルーンに移行。ライフワークバランスも加味した働き方改革

を考案中。 
3. 一部のスタッフが業務過多になっており、また属人化しているた

め、チームで実施していくスタイルに変更。また、情報の一元化の

ため、データ管理・集約方法を見直している。 
積極的に若手スタッフを採用、継続的な募集を行っている。 

4. 会議時の資料のデジタル化により、紙の出力量は軽減できている。

しかしながら、それ以外の学内における SDGs の取り組みは、現

状あまり進んでいない。 

＜教務の課題＞ 
1. 長欠者・休学者のフォロー、保護者や講師とのチーム支援の強

化、個性を大切にする意識の再確認。 
2. 大手企業とのプロジェクト・SDGs・地域貢献といった、様々な

目的を学生の学習成果目標に併せて企画の拡充。 
3. シラバス・カリキュラムの見直しと新しい講師の採用 
4. カウンセリングスキルを向上し、多様な学生を知るための知識

を付けることが必要。そのための毎月の学生支援会議や各種勉

強会の開催が必須。 
 
 
＜広報の課題＞ 
1. 出願率の低下は、来校者の満足度が低かった結果である。受付

～校舎見学～学校説明会～お見送りまで来校者目線で全て改

革する必要がある。 
2. WEB 広報だけでなく、ガイダンス参加、来校者へのフォロー

レターなど、アナログ広報も怠らない。低学年のガイダンスに

も積極的に参加し、早期種まきで認知度向上を図る。 
3. 入学前プレスクールは、授業への不安や友達作りへの不安な

ど、すでに来校済みの本校第一志望の方向けに開催。通常開催

しているオープンキャンパスでは払拭できない不安を軽減す

ることができた。今後は、入学を検討中の進路選びの入り口に

立っている高校生にも参加してもらい、出願率アップの要素も

含み開催する。 
 
＜就職・デビューの課題＞ 
1. 早期就職活動スケジュールに合わせた、年間スケジュールの変

更。 
2. クリエーティブ系学生の作品力の向上。 
3. 仕事として作品制作に取り組む為に必要なコミュニケーショ

ン力・スケジュール管理力の強化が必要。 
 
 
 
＜全体＞ 
1. 安定経営の継続 
2. スタッフの業務効率化、チーム支援の実施。 
3. 次世代スタッフの成長、育成 
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